
 

 

 

 

はじめに  

 

 

 

 

 

わが国では、生活環境の向上や医学の進歩などにより、平均寿命が伸び、世界有数の

長寿国となっています。その反面、不規則な食生活や運動不足等の生活習慣の変化など

によって、がんや糖尿病、循環器疾患等の生活習慣病が増加しています。  

 

このような状況の中では、単に平均寿命を延ばすだけではなく、健康上の問題で、日

常生活が制限されることなく生活できる期間、いわゆる「健康寿命」を延ばすことが非

常に重要となっております。 

 

こうしたことを踏まえ、市民の皆様の健康づくりの指針として、平成 15 年 3 月に策

定した「健康くるめ 21」を総括したうえ、「健康寿命の延伸」を基本目標とする「第 2

期健康くるめ 21」を策定いたしました。 

 

本計画は、久留米市新総合計画の理念に沿い、「市民一人ひとりが輝く都市 久留米」

の「健康で生きがいがもてるまち」の実現に向け、平成 25 年度から今後 10 年間を期

間とし、生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底などを基本方針に掲げ、そのために

必要な健康づくり施策を推進することとしています。 

 

本計画の推進にあたっては、市民の皆様一人ひとりが「自分の健康は自分で守る」と

いう自覚を持って、健康づくりに取り組んでいただくことが不可欠ですが、それを、地

域・関係団体の皆様と行政が連携して支援していくことも大変重要であると考えており

ます。 

 

本計画の策定にあたり、熱心なご意見・ご助言をいただきました「健康くるめ２１」

計画推進協議会委員の皆様をはじめ、アンケート調査等にご協力をいただきました市民

の皆様方、関係機関各位に心からお礼を申し上げますとともに、今後とも本計画の推進

に対しまして、ご理解とご協力を賜りますよう心からお願い申し上げます。  

 

 

平成２５年３月 

 

                 久留米市長           楢 原   利 則       
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第１章 計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の背景 

 

わが国においては、生活環境の向上や医学の進歩などにより、平均寿命が伸び、世界有数の長寿

国となっています。その反面、不規則な食生活や運動不足等の生活習慣の変化などによって、がん

や糖尿病、循環器疾患等の生活習慣病が増加しています。生活習慣病が疾病全体に占める割合は、

医療費の約 3 割、死亡者数の約 6 割となっており、生活習慣病を原因として、寝たきり等の要介護

状態や認知症となる人も増加しています。 

これからは、単に平均寿命を延ばすだけではなく、健康上の問題で日常生活が制限されることな

く生活できる期間（健康寿命）を延ばすことが非常に重要となっています。この健康寿命の延伸は、

個人の生活の質を向上させるだけではなく、介護や医療費、社会保障制度の維持、社会全体の活力

などにも深く関係しています。 

国では、平成 12 年から「21 世紀における国民健康づくり運動（「健康日本 21」）」として、壮

年期死亡の減少、健康寿命の延伸及び生活の質（QOL）の向上を目的に施策を進めてきました。  

久留米市でも、国の動きを踏まえ、平成 15 年 3 月に、市民が健康で心豊かに生活できる活力あ

る社会を目指して、健康寿命の延伸（寝たきりゼロ）や生活習慣病の予防などを目的とした「健康

くるめ 21（健康づくり計画）」を策定し、施策の展開を図ってきました。  

この間、医療制度改革や介護保険法の改正、次世代育成支援対策推進法、食育基本法、がん対策

基本法、自殺対策基本法、歯科口腔保健の推進に関する法律の制定など、健康を取り巻く環境も大

きく変化しています。 

国においては、これらの状況も踏まえながら、「健康日本 21」の目標の達成状況等も含めて最終

評価を行ない、平成 24 年 7 月に、平成 25 年度から平成 34 年度までを期間とする「健康日本

21（第 2 次）」を示しました。その中では、健康寿命の延伸と健康格差の縮小、生活習慣病の発症

予防と重症化予防の徹底など 5 つの基本的な方向を掲げ、それぞれに目標を定めて、国民の健康の

増進を図っていくこととしています。 

久留米市においても、国と同様、平成 24 年度に「健康くるめ 21」の計画期間が終期を迎える

ことから、9 分野 23 指標（34 項目）の達成状況等の評価を行ないました。その評価に基づく課

題への対応や、平成 24 年度に実施した健康に関するアンケート調査の結果、並びに国の「健康日

本 21（第 2 次）」等を踏まえて、引き続き計画的に市民の健康増進を図るために、平成 25～34

年度を計画期間とする「第 2 期健康くるめ 21」を策定しました。 
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２ 計画の位置づけ 

 

この「第 2 期健康くるめ 21」は、国の「健康日本 21（第 2 次）」等の方向性や目標などを踏ま

え、健康増進法※に規定される「市町村健康増進計画」として策定するものです。  

本計画は、「久留米市新総合計画（基本構想：平成 13～37 年度）」の目指す都市像の一つである

「市民一人ひとりが輝く都市 久留米」の中の「健康で生きがいがもてるまち」の実現に向けた個

別計画として位置づけ、他の健康に関連する計画との整合を図りながら、課題や取り組みが計画間

で極力重複しないよう整理しています。 
 

※健康増進法（第8条第2項）：市町村は、基本方針及び都道府県健康増進計画を勘案して、当該市町村の住民の健

康の増進の推進に関する施策についての計画（以下「市町村健康増進計画」という。）を

定めるよう努めるものとする。  
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■「第２期健康くるめ２１」と関連計画の状況 
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３ 計画の期間 

 

本計画期間は、国・県の計画期間等に合わせて、平成 25～34 年度の 10 年間とします。 

なお、新たな健康課題や社会情勢の変化等への対応、及び計画の進行管理を行なうため、計画策

定から概ね 5 年を目途に中間評価を実施し、平成 34 年度には最終評価を行ないます。 

 

 

４ 計画策定の体制 

 

（１）副市長及び関係部局の部長級で構成する「計画推進委員会」、並びに関係部局の次長級で構成

する「計画推進調整会議」により、計画案の検討を進めました。 

 

（２）医療、保健、運動、食生活等の関係者や学識経験者、市民団体や市民公募の委員で構成する

「計画推進協議会」において、計画案に対する様々な助言をいただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市 長 

体制の全体図 

助言等 

「第 2 期健康くるめ 21」案提出 

報 告 

検討案等提示 

庁内組織 

検討案等報告 

 

調整･指示等 

外部検討組織 

計画推進協議会 

役 割：計画策定･推進に関する助言 
構 成：医療関係者 

 学識経験者 
 市民公募による選出者等 

計画推進委員会 
 
役 割：計画策定･推進管理に関する審議 

 計画案の策定 

構 成：（委員長）副市長 
 （副委員長）健康福祉部長 
 関係部局の部長級で構成 

計画推進調整会議 
 
役 割：計画案の協議･調整関係 

 各課との連携･調整 

構 成：（代表）健康福祉部次長 
 （副代表）総合政策課長 
 関係部局の次長級で構成 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 
計画を取り巻く状況と課題  
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第２章 計画を取り巻く状況と課題 

 

 

１ 健康くるめ 21（第 1 期）最終評価からの課題 

 

「健康くるめ 21（第１期）」の最終評価では、計画の目的、身体活動・運動などの 9 分野 23 指

標（34 項目）について、「平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査」や最新の実績等を

もとに、達成状況や課題、今後の方針等について整理しました。  

 

（１）計画の目的に対する課題 

①健康寿命の延伸（寝たきりゼロ） 

・国が示した健康寿命の指標のひとつである「介護保険要介護２以上を不健康な状態とし、そ

れ以外を健康な状態」とする考え方でみると、不健康な人の割合は、計画当初から概ね 5 割

で推移していますが、数は年々増加しています。 

・今後、高齢化の進展とともに、生活習慣病などにより、介護を必要とする人の増加などが予

測されます。 

②生活習慣病の予防 

・総死亡数に対する生活習慣病の割合に大きな変化はありません。 

・生活習慣病は、運動や食生活、禁煙など、生活習慣の改善によって発症や重症化の予防が可

能であることから、今後も必要な対策を重点的に進める必要があります。 

 

（２）各分野別の主な課題 

個別の指標や項目別では、目標を達成した項目や改善傾向にある項目が約 7 割となってい

ますが、その中にも課題等がみえてきています。また、当初の目標設定時の現状値から悪化し

ている項目もあります。 

 

評価 

区分 
目標設定時の値と直近の値との比較 

該当項目の 

数と割合 

Ａ 目標値に達した 5 14.7％ 

Ｂ 目標値に達していないが、改善傾向にある 18 52.9％ 

Ｃ 変わらない 0 0.0％ 

Ｄ 悪化している 7 20.6％ 

Ｅ 
中間評価時に新たに設定した指標または把握方法が異なる

ため評価が困難 
4 11.8％ 

合   計 34 100.0％ 
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①身体活動・運動 

・運動で健康を管理する人の割合は、男性の 30 歳代、女性の 20～30 歳代で、他の世代に比

べて低い状況にあり、この年代の環境等も踏まえた対応が必要です。 

・生活習慣病予防のため、ウォーキングなど誰もが気軽にできる運動をさらに推進していく必

要があります。 

②食生活 

・40 歳代男性では、肥満の割合が 4 割を超えており、喫煙率や飲酒の頻度・量の状況も他世

代と比べて高い傾向にあります。 

・20～30 歳代の女性の 2 割以上が「やせ」となっており、朝食摂取率や運動する割合が他世

代と比べて低い傾向がみられます。 

③休養・こころの健康 

・ストレスを感じる男性は 30～40 歳代で７割、女性では 20～50 歳代で 8 割を超えていま

す。過度なストレスは、うつ病の発症など体への影響を及ぼすことから、十分な睡眠と休養

をとるなど、ストレスと上手につきあう必要があります。 

・こころの健康に問題がある人のサインを見逃さないよう、地域や職場など周囲の「気づき」

を促すための働きかけが必要です。 

④歯の健康 

・歯周病の早期発見のための歯周疾患検診の受診率が低迷しています。 

・歯周病が生活習慣病であり、全身疾患や妊娠に影響があることの理解度は、6 割程度にとど

まっており、理解の促進を図る必要があります。 

⑤たばこ 

・喫煙率は、20～40 歳代で高く、特に男性 30 歳代では、半数近くが喫煙しています。この

世代は、妊娠や子育ての時期と重なり、妊婦（胎児）や子どもの受動喫煙の影響も大きくな

ります。 

⑥アルコール 

・毎日飲酒する人は、男性の 60 歳代、女性の 50 歳代で最も多くなっています。 

・過度な飲酒や慢性的な飲酒は、生活習慣病のリスクだけではなく、アルコール依存症のリス

クを高め、睡眠の質の低下や、うつ病の発症･重症化などにつながります。 

⑦生活習慣病（糖尿病・循環器疾患・がん） 

・ 特定健診受診率、特定保健指導利用率、生活習慣病予防健診受診率はいずれも低い状況です。 

・がん検診受診率については、緩やかに伸びてはいますが、全体的に低迷しており、特に、胃

がん検診の受診率が低くなっています。 

・がんの初期は、自覚症状がないことが多いため、早期発見のためには、定期的にがん検診を

受診することが重要です。検診を受けない理由として、「自覚症状がない」などが多く、検

診の必要性や重要性が十分に浸透していない状況があります。 

⑧肝疾患 

・肝炎から移行することが多い肝がんの死亡率は、国や県と比べて極めて高い状況にあります。 
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計画の基本的な考え方  
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

 

１ 基本目標 

 

生活環境の向上や医学の進歩等により、平均寿命が延びる一方で、糖尿病・循環器疾患や、がん

などの「生活習慣病」が増加しており、それに起因する「寝たきり」や「認知症」などにより、介

護を必要とする人も増えています。生活習慣病は、生命を奪うだけでなく、後遺症などにより、社

会生活機能を低下させるものも多く、日常生活にも大きな影響を与えることになります。  

生活習慣病を予防し、市民一人ひとりが、生涯をできるだけ充実して過ごすためには、健康上の

問題で日常生活が制限されることのない期間である「健康寿命」を延伸させることが重要です。 

健康寿命の延伸は、社会全体に活力を与え、介護や医療等を含めた社会保障の負担を軽減するこ

とにもなります。 

わが国の平均寿命と健康寿命の推移を見ると、平均寿命の延びに対して健康寿命の延びが下回っ

ており、その差は拡大する傾向にあります。このことは、不健康な期間が延びていることを意味し

ています。 

今後も、高齢化が進み、平均寿命がさらに延びることが予測されており、健康寿命との差がより

拡大すると、個人の生活の質だけでなく、社会全体の活力が低下するなどの大きな影響が懸念され

ます。また、国が行なっている様々な医療政策が平均寿命に影響を与えることから、このことも十

分に考慮する必要があります。こうした観点も踏まえ、本計画では、「健康寿命の延伸」を基本目標

と定め、「健康寿命の延びが平均寿命の延びを上回ること」を達成目標とします。 

 

 

基本目標 健康寿命の延伸 

現 状 

男性 健康寿命：77.11歳   平均寿命：78.47歳 

女性 健康寿命：82.14歳   平均寿命：85.26歳 

達成目標 健康寿命の延びが平均寿命の延びを上回ること 

※健康寿命と平均寿命は、平成22年国勢調査、平成22年度介護保険、平成17年地域生命表の 

各データを用いて、国の「健康寿命の算定方法の指針」の中で示された計算方法による値 
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【参考１】 健康寿命の算定方法 
 

健康寿命については、国において、下記の二つの算定方法が示されています。  

①日常生活に制限のない期間の平均 

国民生活基礎調査の中での「あなたは現在、健康上の問題で日常生活に何か影響があり

ますか。」との質問への回答に基づく方法。 

②日常生活動作が自立している期間の平均  

介護保険の要介護度の要介護2以上を不健康な状態とし、それ以外を健康（自立）な状

態とする方法。 

 

国は①の方法で算定（男性：70.42歳、女性：73.62歳）していますが、市町村には②

の算定方法を示しているため、本市は②の方法で算出しています。 

 

なお、この算定方法による国と県の健康寿命は、以下のとおりとなっています。  
 

  

国 福岡県 久留米市 

健康 

寿命 

平均 

寿命 

自立して 

いない期間 

健康 

寿命 

平均 

寿命 

自立して 

いない期間 

健康 

寿命 

平均 

寿命 

自立して 

いない期間 

Ｈ22 年 

男 性 78.17歳 79.64歳 1.47歳 78.00歳 79.36歳 1.36歳 77.11歳 78.47歳 1.36歳 

女 性 83.16歳 86.39歳 3.23歳 83.38歳 86.49歳 3.11歳 82.14歳 85.26歳 3.12歳 

 
 

 

 

 

 

 

【参考２】 国における平均寿命と健康寿命の状況 
 

78.07
78.64 79.19 79.55

69.40 69.47 70.33 70.42

65

70

75

80

85

90

平成13年 平成16年 平成19年 平成22年

（年）

平均寿命 健康寿命

84.93
85.59 85.99 86.30

72.65 72.69 73.36 73.62

65

70

75

80

85

90

平成13年 平成16年 平成19年 平成22年

（年）

平均寿命 健康寿命

男 性 女 性

 

 

出典：健康日本 21（第 2 次）の推進に関する参考資料 

 

 

国の平成22年平均寿命：参考１は「簡易生命表」、参考2は「完全生命表」を参照しているため、数値が異なります。 
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２ 基本方針 

 

基本目標である「健康寿命の延伸」を実現するために、健康日本 21（第 2 次）の基本的な方向、

健康くるめ 21（第 1 期）の評価、疾病状況等のデータ、平成 24 年度久留米市健康に関するアン

ケート調査結果などを勘案し、以下の５項目を基本方針として、施策の展開を図ります。 

 

（１）生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底 

生活習慣病は、自覚症状があまりないため、気づかずにそのままの生活を送り、重症化する

可能性があります。そこで、健診等により、発症の可能性を早期に把握し、個人はもちろん、

保健や医療の分野をはじめ地域全体で、その発症予防と重症化予防に努めます。  
 

【取り組み項目】 

① 糖尿病･循環器疾患の予防  

② がんの予防  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：人口動態統計 

 

 

（２）健康に関する生活習慣の改善 

生活習慣病は、長年の生活習慣のなかで進行します。そのリスクを高める要因としては、運

動不足、偏った食事や食事量の過不足、喫煙などがあり、それらを含めた生活習慣の改善と、

健康的な生活習慣づくりを推進します。 
 

【取り組み項目】 

① 栄養･食生活の改善  

② 身体活動･運動の推進    

③ 歯･口腔の健康の維持･増進  

④ 禁煙の推進  

⑤ 適正な飲酒の推進  

■平成22年久留米市死因別死亡割合

悪性新生物

（がん）
31.4%

心疾患
11.6%

肺炎及び

気管支炎
10.6%

脳血管疾患
9.1%

不慮の事故
4.0%

老衰
2.9%

その他
30.3%



 

10 

 

（３）こころの健康づくりの推進 

充実した生活を維持するためには、体の健康とともに、こころの健康づくりが大変重要です。

こころの健康づくりには、ストレスと上手くつきあい、睡眠等によって十分な休養をとること

が重要です。地域や職域等とも連携・協働しながら、うつ病対策など、こころの健康づくりを

推進します。 
 

【取り組み項目】 

① 休養･こころの健康の維持･増進  

② 自殺対策の推進  

 

 

（４）個人の健康を支える環境の整備 

健康は、「自分で守り、つくる」ことが原則ですが、現実的には、社会的･経済的な影響を受

けるため、個人の努力や取り組みには限界があります。そこで、地域全体で健康づくりに取り

組むように促し、個人の健康づくりを支えるためのしくみづくりに努めます。  
 

【取り組み項目】 

① 身近な地域での市民主体の健康づくり支援   

② 健康づくりを支えるしくみの充実   

 

 

（５）すべての子どもが健やかに育つ社会環境の整備 

少子化等に伴い、子育て環境が変化するなか、子どもがより健やかに育まれるためには、福

祉的な支援と保健的な支援の充実を図ることが必要です。また、核家族化や共働き世帯の増加

といった、家族形態の多様化が進んでいるなか、安心して子どもを産み育てることができるよ

うに、個々の母子及びその家庭の状況に応じた支援を図るなど、すべての子どもが健やかに育

つための社会環境の整備に努めます。 
 

【取り組み項目】 

① 切れ目のない妊産婦・乳幼児への保健対策の推進  

② 学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の推進  

③ 子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくりの推進 
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３ 計画の推進にあたって 

 

基本目標である「健康寿命の延伸」を実現するためには、市民一人ひとりが、自分の健康状態や

課題を認識し、それに応じた取り組みを、生涯を通じて実践する必要があります。  

そこで、それぞれのライフステージへ有効な支援を行なうために、基本方針の（１）から（４）

に基づき、地域の皆さんと積極的に協働を進めながら施策を推進していきます。 

特に、20 歳代から 40 歳代は、健康への関心が希薄であるなど、取り組みが難しい世代でもあ

りますが、生活習慣病のリスクが高まる世代でもあり、次世代を担う子ども達を育む世代でもある

ことから、重点的に取り組む世代として、様々な機会を通じ地域や職域等とも協働･連携して取り組

みを進めていきます。 

なお、国の調査や久留米市健康に関するアンケート調査によると、性別や年齢、経済力、世帯構

成等による健康状態や生活習慣の差、いわゆる健康格差が報告されており、健康づくりに対して、

時間的･精神的に余裕のない人や、関心がない人なども含めて、誰もが健康づくりに取り組め、健康

格差が生まれないよう、配慮することも必要です。 

また、本計画に掲げる事業を推進するにあたっては、市の財政状況や、「久留米市新総合計画」と

の関連性を考慮しつつ、必要な予算措置を講ずるよう努めていきます。  
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４ 取り組みの体系 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（４）個人の健康を支える環境の整備 

 
①身近な地域での市民主体の健康づくり支援 

関係機関や地域･職域、関係団体等との 

連携･協働  

②健康づくりを支えるしくみの充実 

地区担当制の充実（中央並びに各地域  

保健センターを拠点とした健康づくり支援） 

すべてのライフステージを通じた取り組みの推進 

胎児期 乳幼児期 少年期 青年期 壮年期 中年期 高年期 

 ←  重点対象  → 

20歳代から40歳代 

健康寿命の延伸 

 （１）生活習慣病の発症予防と 

重症化予防の徹底 

 

①糖尿病･循環器疾患の予防 

②がんの予防 

× 
 （３）こころの健康づくりの推進 

①休養・こころの健康の維持・増進 

②自殺対策の推進 

 

①切れ目のない妊産婦・乳幼児への

保健対策の推進 

（５）すべての子どもが健やかに育つ

社会環境の整備 

②学童期・思春期から成人期に向け

た保健対策の推進 

③子どもの健やかな成長を見守り

育む地域づくりの推進 

生活習慣病に  

進行させない  

 

①栄養･食生活の改善 

⑤適正な飲酒の推進 

②身体活動･運動の推進 

④禁煙の推進 

③歯･口腔の健康の維持・増進 

（２）健康に関する生活習慣の改善 

× 
生活習慣病に  

進行させない  

健康リスクの

コントロール  
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健康づくりに向けた取り組みと目標  
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1 

第４章 健康づくりに向けた取り組みと目標 

 

 

ここでは、前章で示した 4 つの基本方針に沿って、より具体的に、「現状と課題」「基本的な考え

方」「評価指標」「主な取り組み」「市民の取り組み」として整理しています。  

「主な取り組み」では、主に行政が実施主体となって取り組んでいくことについて提示し、「市民

の取り組み」は、市民の皆さんに日常生活の中で取り組んでいただきたいことを示しています。  

また、「評価指標」として、取り組みの成果を評価するための目標値を定め、可能な限り客観的に

評価できるようにしています。 

 

１ 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底 

 

（１）糖尿病･循環器疾患の予防 

糖尿病は、脳卒中や心筋梗塞のリスクを高めるとともに、重症化すると失明するなどの重い

合併症を発症したり、人工透析が必要になるなどの負担を伴います。今後、さらなる高齢化の

進展に伴って、糖尿病有病者数の増加ペースは加速することが予想されています。  

また、循環器疾患は、主に「脳血管疾患」と「心疾患」（心臓病）で、「がん」と並んで主要

な死因となっています。近年では医学の進歩などで死亡率は減少傾向にありますが、後遺症な

どにより長期の療養が必要となる場合もあります。 

糖尿病や循環器疾患の危険因子としては、喫煙、過度な飲酒などの生活習慣や、高血圧、高

脂質等があり、健診等で指摘されても生活を見直さないまま、気づいた時には重症化している

ことがあります。 

また近年、妊娠期に糖尿病や循環器疾患等にかかると、妊婦本人の健康だけでなく、早産や

子どもの将来の健康に影響があることが分かっています。 
 

 

○糖尿病の死亡率（年齢調整死亡率※）は、男性において、平成19年から増加しており、平成22

年では、国の2倍近くになっています。 

○循環器疾患のひとつである脳血管疾患の死亡率は、減少傾向にはありますが、虚血性心疾患や

糖尿病に比べて高い状況です。【資料編1】 

○生活習慣病の予防に不可欠な特定健診の受診率は、約3割と低い状況です。また、特定保健指

導の実施率は、国や県に比べかなり低くなっています。 

○生活習慣病のリスクの高いメタボリックシンドロームについて、該当者は減少傾向にあります

が、予備群は増加傾向にあります。【資料編2】 

○血糖の状況を示す値（HbA1c※）が、保健指導の該当者は、平成22年度、平成23年度と45％

程度で推移しています。【資料編3】 

○新規透析導入患者のうち、糖尿病による割合が、増加傾向にあります。【資料編4】 

○健診の結果、治療が必要であるにもかかわらず放置し、治療を行なっていない人が一定みられ

ます。【資料編5】 

※年齢調整死亡率：高齢になるほど死亡率が高くなるため、一定の基準人口（年齢構成）にあてはめて、年齢構成の差を

原因とする死亡率の差を解消したうえで算出した死亡率をいいます。  

※HbA1c：「ヘモグロビン･エー･ワン･シー」と読み、その値は、赤血球中のヘモグロビンのうち、糖と結合しているものの割合

を示します。普段の血糖値が高い人はHbA1cの値が高くなり、普段の血糖値が低い人はHbA1cの値も低くなり

ます。正常値はNGSP値5.5以下。 
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■糖尿病の年齢調整死亡率（10 万人当たり指数） 
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                出典：人口動態統計 

 

■脳血管疾患の年齢調整死亡率（10 万人当たり指数） 
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出典：人口動態統計 

 

■国民健康保険特定健診及び特定保健指導状況 
 

  平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

特定健康 
診査受診率 

久留米市 30.1％ 31.1％ 30.5％ 32.3％ 

福 岡 県 23.8％ 25.3％ 26.5％ 27.9％ 

全 国 30.9％ 31.4％ 32.0％  

特定保健 
指導実施率
（終了者の
割合） 

久留米市 0.8％ 6.2％ 11.1％ 9.1％ 

福 岡 県 26.4％ 38.5％ 36.1％ 34.9％ 

全 国 14.1％ 19.5％ 19.3％  

出典：特定健康診査等の実施状況に関する結果報告  
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○健診は、自分でできる健康管理の最も有効な手段であることから、健診受診率の向上に努めます。 

○健診の結果、何らかの異常があった人には、個別に保健指導を実施するとともに、治療が必要

な人や治療中断者等に対しては、医療機関等と連携して治療につなげるなど重症化予防に取り

組んでいきます。 

○健康教育･相談を通じて、啓発･指導を行ないながら生活習慣病の予防に努めます。  

○次世代の子どもたちの、将来の生活習慣病のリスクを低減できるよう、妊娠期からの啓発や個

別指導などに取り組んでいきます。 

○子どもたちが基本的な生活習慣を身につけられるよう、生活習慣病の知識の普及等を含め、学

校や保護者などと連携しながら取り組んでいきます。 

【評価指標】 

No 目標 現状値 目標値 

1 
脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整

死亡率の減少（10 万人当たり指数） 

[脳血管疾患] 

男性 45.3 

女性 25.5 

[虚血性心疾患] 

男性 25.3 

女性  8.4 

（平成 22 年） 

[脳血管疾患] 

男性 38.0 

女性 23.0 

[虚血性心疾患] 

男性 21.0 

女性  7.0 

（平成 34 年度） 

2 
糖尿病の年齢調整死亡率の減少 

（10 万人当たり指数） 

男性 11.5 

女性  2.7 

（平成 22 年） 

減少傾向 

（平成 34 年度） 

3 
特定健診・特定保健指導の実施率の 

向上（40～74 歳） 

健診受診率：32.3％ 

特定保健指導実施率： 

9.1％ 

（平成 23 年度） 

健診受診率：60.0％ 

特定保健指導実施率： 

60.0％ 

（平成 29 年度） 

4 
生活習慣病予防健診の受診率の向上 

（35～39 歳） 

3.9％ 

（平成 23 年度） 

10.0％ 

（平成 34 年度） 

5 
メタボリックシンドロームの該当者･予備群

の減少 

28.9％ 

（平成 23 年度） 

減少 

（平成 29 年度） 

6 
糖尿病有病者の割合の抑制（HbA1c が

NGSP 値 6.5 以上の者の割合） 

9.1％ 

（平成 23 年度） 

現状維持 

（平成 34 年度） 

7 

糖尿病治療継続者の割合の増加 

（HbA1c が NGSP 値 6.5 以上の者のうち

治療中と回答した者の割合） 

51.6％ 

（平成 23 年度） 

75.0％ 

（平成 34 年度） 

8 
糖尿病腎症による年間新規透析導入患

者数の減少 

42 人 

（平成 23 年度） 

減少 

（平成 34 年度） 

9 

血糖コントロール指標におけるコントロール

不良者の減少（HbA1cが NGSP値 8.4以

上の者の割合の減少） 

1.1％ 

（平成 23 年度） 

減少 

（平成 34 年度） 

10 
高血圧の改善 

（140/90mmHg 以上の者の割合） 

24.3％ 

（平成 23 年度） 

15.0％ 

（平成 34 年度） 

11 
脂質異常の減少（ LDL コレステロール

160mg/dl 以上の者の割合） 

男性  9.7％ 

女性 14.1％ 

（平成 23 年度） 

男性  7.0％ 

女性 10.0％ 

（平成 34 年度） 
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【主な取り組み】（★は第2期計画における新規・拡充の取り組み） 

No 事業名 事業概要 

1 

久留米市国民健康保険

特定健診･生活習慣病予

防健診と保健指導の実施 

・特定健診及び市独自の生活習慣病予防健診を実施し、健診の結

果、生活習慣の改善が必要な者に、医師や保健師等による保健指

導を実施します。 

２ 健診の受診率向上 

・地区担当保健師による地域保健活動（家庭や職域への訪問、地域で

の健康教育、健康相談等）の中で、積極的に受診勧奨を行ないます。 

・市広報紙やホームページ、校区コミュニティ発行の広報紙やタウン誌

等により、健診の必要性や重要性の啓発に努めます。 

・医師会等の関係機関と連携しながら、受診しやすい環境づくりに努め

ます。 

★がんの集団検診と特定健診等を同時に実施するなど、利便性の向

上を図ります。 

★事業所等の職域に対して、健診や保健指導等の実態把握を行な

い、受診率の向上に向けて、連携・協働した取り組み等の検討を進め

ていきます。 

３ 
医療機関未受診者への受

診勧奨 

・健診の結果、治療が必要であるにもかかわらず、未受診者や治療中

断者に対し、医療機関と連携して受診勧奨を行ないます。 

４ 
生活習慣病の予備群に対

する個別指導 

★特定健診等の健診結果（血糖、血圧、コレステロール等）に基づい

て、生活習慣病予備群（特定保健指導には当たらないが生活習慣

病につながる可能性が高い人）に対し、市の保健師や栄養士等の専

門職による個別指導の充実を図ります。 

５ 健康教育の実施 

・生活習慣病の発症の仕組みや、合併症、あるいは治療法について正

しい理解の啓発に努めるとともに、健診結果の読み方や相談できる機

関の紹介など、自分で健康管理ができるよう、個別あるいは集団形式

での健康教育を実施します。 

６ 
妊娠（胎児）期からの生活

習慣病予防に対する支援 

★母子健康手帳交付時に、妊娠高血圧や妊娠糖尿病等が母体だけ

でなく、子どもの将来の健康状態に影響を及ぼすことを説明し、その

後、必要に応じて継続フォローしていきます。 

７ 
子ども及び保護者への生

活習慣病予防の啓発 

★小中学校等の関係機関と連携しながら、生活習慣病に関する知識

の普及･啓発を行ない、自分の健康は自分でつくる意識を高めるため

の健康教育を実施し、保護者への啓発も行ないます。 

 

●毎年、定期的に健診を受診し、健診結果から自身の生活習慣を振り返り、積極的に保健

指導を受けましょう。 

●健診結果から、糖尿病や循環器疾患の治療が必要な場合は、直ちに医療機関を受診し、

医師の指示に従い、治療しましょう。 

●糖尿病や循環器疾患の予防のため、意識的に体を動かすとともに、栄養バランスのとれ

た食事や十分な休養を習慣化し、たばこや過度な飲酒を控えましょう。  

市民の取り組み 
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（２）がんの予防 

がんは、長年にわたり我が国の死因の第 1 位となっています。 

がんは遺伝子が変異を起こすことにより発症するもので、その原因は多岐にわたることから、

予防が難しいと言われてきました。しかし、近年では、生活習慣のなかに、がんを発症させる

原因が潜んでいることが明らかになり、予防できることがわかってきました。  

がん発症のリスクを高める要因としては、塩分の過剰摂取や野菜不足などの偏った食事、過

剰飲酒、喫煙（受動喫煙含む）などがあります。 

また、一部のがんについては、ウイルス等※の感染が発症のリスクを高める原因となってい

ますが、その検査方法やワクチン等の開発が進み、予防の選択肢が広がっています。 

がんは早期に発見し治療することで、多くが完治しますが、初期の状態では自覚症状がない

ことが多いことから、定期的な検診の受診が最も重要です。 
 

※がんに関連するウイルス・細菌 

○Ｂ型肝炎ウイルス（HBV）・Ｃ型肝炎ウイルス（HCV） ⇒肝がん 

○ヒトパピローマウイルス（HPV） ⇒子宮頸がん 

○ヘリコバクター・ピロリ菌（HP） ⇒胃がん 

○成人Ｔ細胞白血病ウイルス（HTLV-Ⅰ） ⇒成人Ｔ細胞白血病 

 

 

 

 

 

 

○がんは本市の死因の第1位で、死亡率は国と同様に、減少傾向にはあるものの、毎年900人程

度が亡くなっています。 

○肝がんは、9割以上が肝炎ウイルスによるものとされており、本市では、がん全体の死亡の15％

を占め、国や県の死亡率と比べると極めて高い状況にあります。【資料編8】 

○本市のがん検診受診率は、全体的に緩やかに伸びてきていますが、胃がん検診を除き2割程度

となっています。胃がん検診については、3％台と非常に低い状況です。 

○がん検診において、精密検査が必要と判定されているにもかかわらず、受診していない人が、

1割から2割程度います。【資料編9】 

○がん検診を受けない理由として、「自覚症状がない」「必要なときはいつでも医療機関を受診で

きる」「時間がない」「面倒だった」などが多く、検診の必要性や重要性が十分に浸透していな

い状況があります。【資料編10】 
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■75 歳未満のがんの年齢調整死亡率（10 万人当たり指数） 
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出典：人口動態統計 

 

■各種がん検診・骨粗しょう症検診の受診率 

 
出典：久留米市保健福祉事業概要  
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○がんは早期発見・早期治療が重要であることから、自覚症状がなくても、毎年定期的にがん検

診を受診することが重要です。そのため、がん検診の受診勧奨を図るとともに、受診しやすい

環境づくりに努めます。 

○がん検診の結果、精密検査が必要となった場合には、必ず受診するように勧奨し、がんの早期

発見･早期治療に努めます。 

○ウイルス等によるがんの発症リスクの低減に向けて、肝炎ウイルス等のウイルス検査や子宮頸

がん予防ワクチンの接種等を推進していきます。 

○がんが生活習慣病であることの理解を促進するため、健康教育や健康相談等のあらゆる機会を

活用して、がんに関する正しい知識の普及･啓発を図ります。 

 

 【評価指標】 

No 目標 現状値 目標値 

1 
75 歳未満のがんの年齢調整死亡

率の減少（10 万人当たり指数） 

85.9 

（平成 22 年） 

74.0 

（平成 34 年度） 

2 がん検診等受診率の向上 

胃がん 3.9％ 

肺がん 18.2％ 

大腸がん 17.0％ 

子宮頸がん 18.2％ 

乳がん 20.7％ 

前立腺がん 17.2％ 

骨粗しょう症 16.0％ 

（平成 23 年度） 

胃がん  10.0％ 

肺がん  30.0％ 

大腸がん 30.0％ 

子宮頸がん 40.0％ 

乳がん  40.0％ 

前立腺がん 30.0％ 

骨粗しょう症 30.0％ 

（平成 34 年度） 

3 がん検診精密検査受診率の向上 

胃がん  89.8％ 

肺がん  92.1％ 

大腸がん 77.3％ 

子宮頸がん 87.0％ 

乳がん  93.8％ 

前立腺がん 72.1％ 

（平成 23 年度） 

100.0％ 

（平成 34 年度） 



 

20 

 

【主な取り組み】（★は第 2 期計画における新規・拡充の取り組み） 
 

 

 

 

 

No 事業名 事業概要 

１ 各種がん検診等の実施 

・がんの早期発見・早期治療につなげるため、胃がん、肺がん、大腸が

ん、子宮頸がん、乳がん、前立腺がんなどの各種がん検診等を実施し

ます。 

・医師会と連携して、がん検診の精度管理に努めます。 

２ 検診の受診率向上 

・地区担当保健師による地域保健活動（家庭や職域への訪問、地域で

の健康教育、健康相談等）の中で、積極的に受診勧奨を行ないます。 

・市広報紙やホームページ、校区コミュニティ発行の広報紙やタウン誌

等により、検診の必要性や重要性の啓発に努めます。 

・医師会等の関係機関と連携しながら、受診しやすい環境づくりに努めます。 

★一定の年齢に達した方に、がん検診無料クーポン券や検診手帳等を

配付するなど、受診への動機づけや意欲を喚起する取り組みの展開を

図ります。 

３ 精密検査の受診率向上 
・検診実施機関と連携しながら、対象者に対して、個別に精密検査の受

診勧奨（電話･訪問等）を行ないます。 

４ 
ウイルス等による発症 

リスクの把握・低減 

★ウイルス等によるがんの発症リスクの把握や低減を目的に、肝炎ウイ

ルス検査、成人Ｔ細胞白血病ウイルス検査、ヒトパピローマウイルス検

査、ヘリコバクター・ピロリ菌検査等を推進します。 

・子宮頸がん予防ワクチン接種の促進を図ります。 

５ 
がん当事者の会など 

への支援 

★ピアカウンセリング等を実施しているがん当事者の会などへの支援を図

ります。 

 

●がんの早期発見のために、定期的にがん検診を受診しましょう。また、精密検査が必

要となった場合には、必ず受けましょう。 

●ウイルス等によるがんの発症リスクの把握や低減を図るため、肝炎ウイルス検査や妊

婦健診等を受けましょう。また、子宮頸がん予防ワクチン接種の対象者の人は必ず受

けましょう。 

●がんの予防のために、意識的に体を動かすとともに、栄養バランスのとれた食事や十

分な休養を習慣化し、たばこや過度な飲酒を控えましょう。 

市民の取り組み 
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２ 健康に関する生活習慣の改善 

 

（１）栄養･食生活の改善 

栄養・食生活は、生命の維持や子どもたちの健やかな成長、人々が健康で幸福な生活を送る

ために欠くことのできない基本的な営みであり、健康に最も大きな影響を与えるものです。 

そのため、食生活や栄養のバランスの乱れ、不適切な食事の量などは、循環器疾患や糖尿病

等の生活習慣病につながります。 

また、食に関して様々な情報があふれ、外食や中食（なかしょく）※が一般化している状況

のなかでは、栄養バランスや自分にあった量など適切な食を選択する力が必要となっています。 

 
※中食：惣菜店やお弁当屋・コンビニエンスストア・スーパーなどで惣菜やお弁当などを購入したり、外食店の宅配・出前な

どを利用したりして、家庭外で商業的に調理・加工されたものを購入して食べる形態の食事をいいます。  

 

 

 

○生活習慣病の原因となる肥満者の割合は、40歳代の男性においては4割以上と、他の年代や女

性に比べて多くなっています。 

○20歳代から30歳代の女性では、「やせ」の人が約2割で、バランスのとれた食事をしている割

合も他の年代に比べて少なくなっており、筋肉や骨量の不足、胎児や子どもへの健康に対する

影響が懸念されます。 

○朝食をほとんど食べない人は約1割で、その理由として「食べる習慣がない」が半数近くと最

も多くなっています。【資料編11・12】 

○男性の20歳代から40歳代と女性の20歳代から30歳代の1割程度は、主食・主菜・副菜を組

み合わせた食事をとっておらず、自身の生活習慣病へのリスクや、その子ども達の健康な食生

活に影響があります。 
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■やせ・肥満者の割合（性別・年齢別） 

 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  
 

※BMI：体重と身長の関係から、肥満度を表す指数で、体重(kg)÷〔(身長(m)×身長(m))で計算します。18.5未満を 

やせ、25以上は肥満と定義されています。 

 

■バランスのとれた食事の状況（性別・年齢別） 

 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査   
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○減塩や野菜の摂取など栄養のバランスをとり、自分にあった量の食事をとるよう、正しい栄養

知識の普及や食生活の改善に向けた取り組みを推進します。 

○健診結果等から、生活習慣病につながる可能性が高い人に対し、個別に栄養指導を行ないます。  

○適切な食習慣は、幼児期からの取り組みが重要であることから、子どもたちとその保護者に対

して、栄養指導･啓発を推進していきます。 

○保育所や学校、福祉施設等への指導や研修会等を通じて、これらの施設における給食・栄養管

理の改善を促進していきます。 

 

 【評価指標】 
 

 

No 目標 現状値 目標値 

1 

主食･主菜・副菜をそろえた食事

が、一日 2 回以上の日がほぼ毎日

の者の割合の増加 

56.7％ 

（平成 24 年度） 

80.0％ 

（平成 34 年度） 

2 

適正体重を維持している者の増加 

（肥満（BMI25.0 以上）、 

やせ（BMI18.5 未満）の減少） 

・20歳代から60歳代男性の肥満者の 

割合：29.3％ 

・40歳代から60歳代女性の肥満者の 

割合：16.9％ 

・20歳代から30歳代女性のやせの者の 

割合：22.8％ 

（平成 24 年度） 

減少 

（平成 34 年度） 

3 低出生体重児の減少 
10.5％ 

（平成 22 年） 

減少 

（平成 34 年度） 
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【主な取り組み】（★は第 2 期計画における新規・拡充の取り組み） 
 

No 事業名 事業概要 

1 正しい栄養知識の普及･啓発 

・正しい栄養知識について、市の広報紙やホームページ、啓発イ

ベントなどを通じて、普及･啓発に努めるとともに、地域や職域等

と連携・協働した栄養教室などを実施します。 

・妊産婦を対象としたマタニティ教室や、乳幼児を対象とした離乳

食教室、ゆったり子育て相談会等のなかで、栄養指導や啓発を

行ないます。 

・小学校等の学校保健関係者と連携し、食を通じた生活習慣病

予防に取り組みます。 

2
（
再
掲
） 

生活習慣病の予備群に対する

個別指導 

★特定健診等の健診結果（血糖、血圧、コレステロール等）に基

づいて、生活習慣病予備群（特定保健指導には当たらないが生

活習慣病につながる可能性が高い人）に対し、市の保健師や栄

養士等の専門職による個別指導の充実を図ります。 

3 栄養相談の実施 

・一般的な食生活や栄養、生活習慣病、食物アレルギーなどの

病気を抱えた人のための相談などを実施し、必要に応じて医療

機関等の関係機関へつなぎます。 

4 給食施設に対する支援 

・病院や福祉施設、事業所等の給食施設を対象に、利用者に適

した栄養管理･栄養教育が行なえるよう、指導や研修会等の支

援を行ないます。 

5 
食生活改善推進員の養成･ 

活動支援 

・地域において食生活の改善を推進する食生活改善推進員を養

成します。 

・食生活改善推進員協議会が行なう生活習慣病の予防に向け

た取り組みなどの活動を支援します。 

6 
外食等における栄養成分表示

などの推進 

・栄養成分表示や減塩、バランスのとれた料理の提供、食を通じ

た健康に関する情報発信など、健康づくりを応援する飲食店等

の増加に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 日本肥満学会によると、適正体重は、身長(m)×身長(m)×BMI値(22)で計算しますので、例えば、身長が170ｃｍの

方なら、1.7×1.7×22＝63.58ｋｇとなります。なお、健康日本21（第2次）では、適正体重者のBMI値は、「18.5以上

25未満」とされていることから、この範囲内で体重を維持することが重要です。 

 

●自分の食事の適量を知り、BMI 等を参考に、適正体重※を維持しましょう。 

●主食（ごはん、パン、麺類）･主菜（魚や肉、卵、大豆製品等のおかず）･副菜（野菜

や海草等のおかず）がそろったバランスのよい食事をとりましょう。 

●塩分は適正な量（目安：成人一日 8ｇ（小さじ１と 1/3）以下）とりましょう。 

●積極的に野菜（目安：成人一日 350ｇ（野菜サラダや和え物の小鉢など 5 皿程度）以

上）や果物を食べましょう。 

市民の取り組み 
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（２）身体活動･運動の推進 

日常生活での身体活動や運動などで、意識的に体を動かすことは、健康の維持･増進や生活

習慣病の予防のために非常に重要です。 

身体活動や運動の量が多い人は、そうでない人と比較して、肥満が抑制され、循環器疾患や

がんなどの生活習慣病の発症や死亡のリスクが低く、骨粗しょう症やロコモティブシンドロー

ム（運動器症候群）※、高齢者の認知機能の低下といった、社会生活機能の低下が抑制されま

す。また、心身のリラックスやストレス解消の効果もあり、良質な睡眠にもつながります。 
 

※ ロコモティブシンドローム（運動器症候群）：運動器とは、骨・関節・靱帯、脊椎・脊髄、筋肉・腱、末梢神経など、体を支

え(支持)、動かす(運動・移動)役割をする器官の総称で、その「運動器自体の疾患」と「加齢

による運動器機能不全」により、「要介護になる」リスクの高い状態になること。日本整形外科

学会が平成19年（2007年）に提唱。 

 

 

 

○本市において、日常生活の中で、意識的に体を動かしたり、運動したりしている人（一日30

分以上で週2回以上の身体活動）の割合は、20歳代から50歳代で低く、特に30歳代が最も低

くなっています。 

○身体活動･運動をしない理由としては、「忙しくて時間がない」が最も多くなっています。  

○60歳代以降の、定年を迎え、子育てを終えた世代では、男女とも意識的に体を動かしている人

の割合が増加することから、市民の中の潜在的な運動欲求は高いものと思われます。  

 
■日常生活の中で意識的に体を動かしたり運動している者

（一日 30分以上で週 2回以上の身体活動）の割合（男性） 

 

■日常生活の中で意識的に体を動かしたり運動している者

（一日 30分以上で週 2回以上の身体活動）の割合（女性） 

 

 

 

出典：平成 13 年度久留米市健康に関する実態調査、平成 18 年度久留米市民意識調査、平成 24 年度

久留米市健康に関するアンケート調査  

 

■運動をやめたり、していない理由（複数回答） 

 
 忙

し
く 

時
間
が
な
い 

運
動
が
嫌
い 

健
康
上
の
問
題 

運
動
が
必
要
と 

思
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動
の
方
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わ
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な
い 

子
育
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で 
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経
済
的
な
理
由 

そ
の
他 

無
回
答 

割合（％） 52.8 14.7 14.7 6.6 6.5 6.5 6.0 4.8 4.4 5.8 10.1 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  
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○全ての世代がそれぞれのライフステージに応じて、自分の体力や状況に合った身体活動･運動や

スポーツを習慣化できるように、関係機関と連携して働きかけていきます。  

○20歳代から50歳代の働き盛り世代に対して、日常生活の中で取り組める身体活動や運動の普

及･啓発を図るとともに、地域や職域等とも連携・協働して身体活動や運動の促進に努めます。  

 

 【評価指標】 

No 目標 現状値 目標値 

1 

日常生活の中で意識的に体を

動かしたり運動している者（一日

30 分以上で週 2 回以上）の割

合の増加 

20 歳～64 歳 

男性 33.3％、女性 28.5％ 

65 歳以上 

男性 56.8％、女性 52.5％ 

（平成 24 年度） 

20 歳～64 歳 

男性 43.0％、女性 39.0％ 

65 歳以上 

男性 67.0％、女性 63.0％ 

（平成 34 年度） 

2 

ロコモティブシンドローム（運動器

症候群）を認知している市民の

割合の増加 

男性  8.7％ 

女性 10.8％ 

（平成 24 年度） 

30.0％ 

（平成 34 年度） 

 

【主な取り組み】 

No 事業名 事業概要 

1 
身体活動や運動等の普及･ 

啓発 

・身体活動や運動の効果や必要性の普及･啓発を図り、市民一

人ひとりが積極的に運動や身体活動に取り組むよう動機づけを

行ないます。 

・ロコモティブシンドロームについての普及･啓発に努めます。 

2 
健診の要指導者等に対する 

運動指導 

・特定健診等の健診の結果等をもとに行なう個別指導の中で、

運動等に取り組むように促します。 

3 
日常生活の中で取り組める身

体活動や運動の推進 

・日常生活の中で、手軽に取り組める身体活動やウォーキングな

どの運動の推進を図ります。 

4 
保健センターや体育施設等の

利活用の促進 

・市民が気軽に自主的な健康づくりに取り組むことができるよう、

保健センターや体育施設などについて、周知を図るとともに、利

用しやすい運用を行ない、さらなる利活用の促進に努めます。 

5 幼児期からの運動習慣の形成 
・幼児期からの運動習慣を身につけるため、保育園や幼稚園、学

校、家庭、地域が連動した取り組みを進めていきます。 

6 
職域と連携・協働した取り組み

の推進 

・働き盛りの年代に対する健康意識の向上のため、運動を含めた

生活習慣病予防のための健康教育など、職域と連携･協働した

取り組みを推進します。 

7 
運動･スポーツ分野と健康づくり

事業との連携推進 

・市民の自主的な運動や身体活動の普及･啓発を図るため、総

合型地域スポーツクラブの育成･普及･啓発など久留米市スポ

ーツ振興基本計画での取り組みとの連携を図っていきます。 
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※BMI：体重と身長の関係から、肥満度を表す指数で、体重(kg)÷〔(身長(m)×身長(m))で計算します。 

18.5未満をやせ、25以上は肥満、適正体重は「18.5以上２５未満」と定義されています。  

 
 

 

※  厚生労働省「健康づくりのための運動指針2006（エクササイズガイド2006）」では、生活習慣病予防のために、1日

8,000歩から10,000歩以上の身体活動が推奨されています。平成22年国民健康・栄養調査における20歳以上の

歩数平均値が、男性7,136歩、女性6,117歩であったことから、健康日本21（第2次）では、1日当たりの歩数を男女

それぞれ「1,500歩増加」させることを目指しています。  

 

●通勤や外出の際に、歩く距離を増やしたり、階段を使うなど、日常生活の中で意識的に

体を動かしましょう。 

●今より一日 1500 歩※、歩数を増やしましょう。 

●地域の健康づくりのイベントなどに積極的に参加しましょう。 

市民の取り組み 
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（３）歯･口腔の健康の維持･増進 

歯･口腔の健康は、食の喜びや話す楽しみなどを保つ上で重要であり、身体的な健康のみな

らず、人とのコミュニケーションにも深く関係し、生活の質に大きく影響します。 

また、歯の喪失と寿命との間には関連性があることが明らかになっており、歯の喪失の主要

な原因であるむし歯や歯周病の予防が重要です。これらの疾患には、普段の食生活などの生活

習慣が関係しており、その予防のためには生活習慣の見直しが必要です。  

特に、歯周病は、糖尿病や循環器疾患などの全身疾患（生活習慣病）や早産（低出生体重児）

と関係があることが明らかになっており、こうした観点からも歯や口腔の健康づくりに取り組

むことが重要です。 

これらのことを踏まえ、国においては、8020 運動（ハチマルニイマル運動＝80 歳までに

20 本の歯を残す）が展開されています。 

 

 

 

○40歳から70歳の10歳ごとを対象にしている歯周疾患検診（8020歯っぴー検診）の受診率は、

3～4％【資料編15】となっていますが、過去１年間に歯科健診や口腔ケアを受けた人は、5

割を超えています。 

○8020運動を展開する中、75歳以上の「現在の歯の本数」の平均は18.8本で、半数近くが20

本未満となっています。【資料編16】 

○歯周病が全身疾患や妊娠に及ぼす影響の認知度は、約6割であり、必ずしも十分には浸透して

いません。【資料編17】 

 

■１年以内の歯科健診・口腔ケアの受診状況（性別・年齢別） 

 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  
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○歯や口腔の健康のために、乳幼児歯科健診や歯周疾患検診などの受診率の向上を図ります。 

○妊産婦については、ホルモンの影響等で、歯や口腔の状態が悪化しやすく、特に歯周病は低出

生体重児出産や早産の原因となることが分かってきていることから、妊産婦に対する歯周病な

どの予防に向けた取り組みの充実を図ります。 

○乳幼児期は、生涯にわたる歯と口腔に関する生活習慣が形成される時期であるため、保護者も

含めて、幼児期から歯・口腔に関する知識の普及･啓発を行ない、定期的な歯科健診や口腔ケ

アの受診を促進していきます。 

○各種の歯科保健事業を通じて、むし歯や歯周病の予防に取り組みながら、8020運動を推進し

ていきます。 

 

【評価指標】 
 

No 目標 現状値 目標値 

1 歯科健診等の受診率向上 

初めての歯の健康教室 

 72.0％ 

1 歳 6 ヶ月児 74.3％ 

3 歳児 72.4％ 

歯周疾患検診  3.6％ 

（平成 23 年度） 

初めての歯の健康教室 

 85.0％ 

1 歳 6 ヶ月児 85.0％ 

3 歳児 85.0％ 

歯周疾患検診 10.0％ 

（平成 34 年度） 

2 
１年以内の歯科健診･口腔ケアを

受けた者の割合 

50.2％ 

（平成 24 年度） 

65.0％ 

（平成 34 年度） 

3 
３歳児でむし歯のない者の割合の

増加 

79.7％ 

（平成 23 年度） 

90.0％ 

（平成 34 年度） 

4 12 歳児のむし歯の平均本数 

男子 1.3 本 

女子 1.6 本 

（平成 22 年度） 

男子 1.0 本未満 

女子 1.0 本未満 

（平成 34 年度） 

5 
60歳以上で 24本以上の歯を有す

る者の割合の増加 

50.1％ 

（平成 24 年度） 

70.0％ 

（平成 34 年度） 

6 
80 歳で 20 本以上の歯を有する者

の割合の増加 

45.1％※ 

（平成 24 年度） 
※75 歳以上で 20 本以上 

50.0％ 

（平成 34 年度） 

7 

歯周病が全身疾患や妊娠に影響

があることを知っている者の割合の

増加 

60.3％ 

（平成 24 年度） 

80.0％ 

（平成 34 年度） 
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【主な取り組み】（★は第２期計画における新規・拡充の取り組み） 
 

No 事業名 事業概要 

1 歯科健診等の実施 

・乳幼児やその保護者を対象とした歯科保健事業（歯科健

診、保健指導等）を実施し、むし歯等の歯科疾患の予防や

適切な生活習慣の確立への支援を行ないます。 

・成人期における歯周病の早期発見･早期対応を行ない、重

症化の予防を図るため、歯周疾患検診（40・50・60・70歳）

を実施します。 

2 
妊娠期からの歯や口腔の健康づくり

の推進 

・妊娠届出やマタニティ教室等の際に、歯や口腔の健康づくり

に関する指導を行なうとともに、産科医療機関との連携によ

り、妊娠期からの歯の健康や口腔ケアの重要性についての

周知を図ります。 

★歯科医療機関等と連携し、妊産婦の歯周病などの予防に

向けた取り組みの充実を図ります。 

3 関係機関との連携による啓発 

・歯の衛生週間や健康イベント、健康教育時に、歯科医師会

や歯科衛生士会等と連携して、歯周病と全身疾患との関係

性等を含めた歯周疾患予防に向けた周知や啓発、指導を

行ないます。 

 

 

 

 
 

●むし歯や歯周病が、生活習慣病の原因となることや、心身の状態に影響を与えることな

ど、歯の大切さ等についての理解を深め、必要な知識を身につけましょう。 

●自覚症状がなくても、毎年定期的に歯科健診の受診や口腔ケアを受けましょう。  

●食後の歯磨きを習慣化するなど、口の中の健康を保つための取り組みを推進しましょう。 

市民の取り組み 
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（４）禁煙の推進 

喫煙は、がん、循環器疾患（脳卒中、虚血性心疾患等）、慢性閉塞性肺疾患（COPD）※、糖

尿病、周産期の異常（早産、低出生体重児、死産、乳児死亡等）の原因となります。また、喫

煙は本人だけでなく、受動喫煙として周りにも影響を及ぼします。 

特に、長期にわたる喫煙は、慢性閉塞性肺疾患（COPD）につながり、今後さらに死亡者数

の増加が見込まれており、禁煙に向けた取り組みが非常に重要となっています。 

未成年期からの喫煙は健康への影響が大きく、成人期を通した習慣的な喫煙につながり、ま

た、妊娠中の喫煙は妊娠合併症（妊娠糖尿病、妊娠高血圧症、自然流産、早産等）のリスクを

高めるだけでなく、低出生体重児の出産、出生後の乳幼児突然死症候群（SIDS）※とも深く関

係しています。 
 

※慢性閉塞性肺疾患（COPD） ：主として長期の喫煙によってもたらされる肺の炎症性疾患で、咳・痰・息切れを症状と
して、ゆっくりと呼吸障害が進行する。かつて肺気腫、慢性気管支炎と称されていた疾
患が含まれる。 

※乳幼児突然死症候群（SIDS）：それまで元気だった赤ちゃんが、事故や窒息ではなく眠っている間に突然死亡してしま
う病気。原因はまだわかっておらず、早産児、低出生体重児、両親の喫煙などで多い
と言われている。 

 

 

 

○喫煙率は、徐々に減少傾向にはありますが、約2割が喫煙しており、男女とも30歳代で最も高

くなっています。 

○喫煙者の3割近くは禁煙を希望していますが、たばこに含まれるニコチンには依存性があり、

自分の意思だけでは、やめたくてもやめられない状況があります。【資料編18】 

○未成年や妊婦の喫煙が、一定見られます。【資料編19・20】 

 

■久留米市の喫煙率（性別） 
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出典：平成 13 年度久留米市健康に関する実態調査 

平成 18 年度・22 年度久留米市民意識調査 

平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査 
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■久留米市の喫煙率（性別・年代別） 
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出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

 

 

○慢性閉塞性肺疾患（COPD）など、たばこと健康の関係について、周知･啓発を図り、喫煙や

受動喫煙の防止に努めます。 

○未成年者や妊婦の喫煙については、特に体への影響が大きいことから、関係機関等と連携しな

がら、取り組みを進めます。 

○禁煙したい人などに対して、健康相談等を通じて支援を行ないます。 

 

【評価指標】 
 

No 目標 現状値 目標値 

1 
成人の喫煙率の減少 

（喫煙をやめたい人がやめる） 

19.3％ 

（平成 24 年度） 

14.0％ 

（平成 34 年度） 

2 妊娠中の喫煙をなくす 
4.2％ 

（平成 23 年度） 

0％ 

（平成 34 年度） 

3 
未成年者の喫煙をなくす（20歳代の喫煙者で

10歳代から習慣的に吸い始めた人をなくす） 

男性 50.0％ 

女性 35.7％ 

（平成 24 年度） 

0％ 

（平成 34 年度） 

 



 

33 

 

【主な取り組み】 
 

No 事業名 事業概要 

1 禁煙啓発･禁煙相談の実施 

・禁煙週間における啓発や禁煙相談、地域のイベント等で

の喫煙の害などの情報提供等を行ない、禁煙や受動喫

煙防止の推進を図ります。 

2 禁煙希望者に対する禁煙支援 

・禁煙を希望する人が適切な支援を受けられるように、禁煙

外来、禁煙支援薬局の周知のほか、保健師等による助言

や禁煙外来、禁煙支援薬局等の紹介を行ないます。 

3 
特定健診や生活習慣病予防健診の

要指導者に対する禁煙支援 

・特定健診や生活習慣病予防健診の要指導者で禁煙を希

望する喫煙者に対して、正しい禁煙方法の説明や疾病へ

の喫煙の影響等、情報提供を行ない、禁煙を支援します。 

4 
母子保健事業等での「たばこの害」に

関する情報提供 

・妊娠中や育児中の保護者やその家族に対して、妊娠届

出時や各種の母子保健事業を通じて、喫煙の害等につ

いての啓発や禁煙に向けた指導等を行ないます。併せ

て、乳幼児等の受動喫煙防止に向けて、情報提供や指

導等を行ないます。 

5 未成年者に対する喫煙防止の推進 
・小中学生を対象に学校等と連携して、喫煙の害などにつ

いての啓発などを行ないます。 

6 禁煙や分煙の推進 
・職域との連携により、受動喫煙防止に向け、事業所等の

施設における禁煙や分煙などの啓発に努めます。 

 

 

 

●喫煙や受動喫煙は、生活習慣病など、健康に害を及ぼすことを十分に理解しましょう。 

●妊婦や子どものいる前では、絶対に喫煙しないようにしましょう。 

●妊娠中や授乳中の人は、たばこを絶対に吸わないようにしましょう。また、未成年者に

は、絶対にたばこを吸わせないようにしましょう。 

市民の取り組み 
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（５）適正な飲酒の推進 

一日平均の飲酒量に比例して、がん、高血圧、脳出血、脂質異常などの健康リスクが上昇す

ることが明らかになっています。 

一般的に、女性は男性に比べて、飲酒による肝臓への影響が大きいと言われており、世界保

健機関（WHO）のガイドラインでは、一日当たりの純アルコール摂取量が、男性で 40g/日、

女性で 20g/日※を超えると健康リスクが高まるとしています。 

過度の習慣的な飲酒は、アルコールへの依存を招き、健康問題とともに、飲酒運転を含めた

社会問題へもつながっています。 

また、眠れない時の対処として、飲酒する人も多くなっていますが、過度の飲酒は、睡眠の

質を低下させることから、精神的な健康にも影響が大きく、体だけでなくこころの健康と連携

した対応が必要です。 
 

※純アルコール量 20g：ビール中瓶 1 本（500ml）、清酒 1 合（180ml）程度 

 

 

 

 

○毎日飲酒している人は、男性で3割程度おり、特に60歳代では半数近くと最も高くなっています。 

○生活習慣病のリスクを高める飲酒をしている人（一日平均純アルコール量で、男性40g以上、

女性で20g以上飲酒する人）の割合は男性で14.4％、女性で8.9％となっています。 

【資料編21】 

○妊娠中の飲酒は、流産や先天異常、発育障害など胎児に影響があるため、妊娠期間は断酒が必

要ですが、妊婦の飲酒は減少傾向にはあるものの無くなってはいません。  

     

■毎日飲酒する人の割合 
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出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  
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○飲酒による健康への影響や、節度ある適度な飲酒の量などについて理解を深め、自身の飲酒習

慣を見直すことができるよう、精神保健などと連携して、相談や啓発などに取り組みます。  

○妊娠中の飲酒は、胎児への影響も大きいことから、妊娠中の飲酒をなくすために、母子保健を

通じて、さらに啓発や指導などに努めていきます。 

 

 【評価指標】 

No 目標 現状値 目標値 

1 

生活習慣病のリスクを高める量の飲酒※をして

いる者の割合の減少 
（※一日当たり純アルコール摂取量：男性 40g 以上、

女性 20g 以上） 

男性 14.4％ 

女性  8.9％ 

（平成 24 年度） 

男性 12.0％ 

女性  8.0％ 

（平成 34 年度） 

2 妊娠中の飲酒をなくす 
0.7％ 

（平成 23 年度） 

0％ 

（平成 34 年度） 

 

 【主な取り組み】 

No 事業名 事業概要 

1 飲酒に関する啓発･指導 

・健診等の結果説明･指導や健康教育等を通じて、生活習

慣病とアルコールとの関係や、アルコールに関する問題な

どについて、知識の普及･啓発、並びに適正飲酒のための

指導を行ないます。 

・未成年者に対する飲酒の影響について、正しい知識の啓

発を行ないます。 

・妊婦訪問やマタニティ教室等において、妊娠中のアルコー

ルの影響等についての正しい知識の啓発を行ないます。 

2 精神保健相談事業 

・市民のこころの健康の維持･増進、精神疾患の早期発見･

早期治療を目的に、こころの健康に関する問題や、アルコ

ール問題などを抱える本人や家族に対して、精神科医に

よる相談を実施します。 

 

 

 

●飲酒が様々な生活習慣病を引き起こすことなど、アルコールの影響を正しく認識しまし

ょう。 

●適正な飲酒量（男性 40ｇ以下、女性 20ｇ以下）で、週に 2 日は休肝日を設けましょ

う。 

●未成年者や妊娠中、授乳中の人は、絶対に飲酒しないようにしましょう。 

市民の取り組み   
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３ こころの健康づくりの推進 

 

（１）休養･こころの健康の維持･増進 

こころの健康は、人がいきいきと自分らしく生きるために必要な条件です。しかしながら、

現在の社会においては、社会構造や人間関係のあり方の変化などにより、過度のストレスを長

期に受けることで、人の心身は変調をきたしやすくなっています。 

こころの健康と睡眠は密接に関係していることがわかっており、十分な睡眠と休養をとりな

がら、ストレスと上手につきあうことが重要です。 

また、睡眠不足や睡眠障害は、糖尿病や心筋梗塞、狭心症などの冠動脈疾患などの生活習慣

病につながりやすいことも明らかになっており、生活習慣病予防の観点からも適切な睡眠につ

いての啓発等に取り組んでいく必要があります。 

 

 

○久留米市の成人の一日の平均睡眠時間は6.5時間で、県の7.75時間と比較すると１時間ほど短

くなっています。また、十分に睡眠がとれていないとしている人が2割近くとなっています。 

○睡眠不足の原因は、男女とも仕事の割合が多くなっています。特に、仕事や子育て等、社会的

にも責任のある立場となる30歳代から40歳代の約8割の人がストレスを感じているなど、ス

トレスが強い傾向が見られます。【資料編22】 

 

■平均睡眠時間の割合（単位：％） 
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全 体 3.2 14.3 31.5 30.9 15.1 3.9 1.1 6.53 時間 

男 性 2.8 12.5 28.6 33.7 16.8 4.8 0.8 6.66 時間 

女 性 3.5 15.8 33.3 29.3 13.7 3.2 1.2 6.44 時間 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

■睡眠不足の理由（単位：％） 
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出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査   
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○こころの健康には、家庭や職場などが大きな影響を及ぼします。特に30歳代から40歳代にお

いては、仕事や育児等に伴う心身への過度の負荷からくるストレス等により、十分な睡眠が確

保できていない状況にあります。そこで、仕事等と休養のバランスを保ち、十分な休養と睡眠

が確保できるよう、地域や職域と連携し啓発に努めます。 

○市民一人ひとりが、十分な睡眠を確保し、ストレスと上手につきあうことができるよう、ここ

ろの健康を維持するための生活習慣について啓発に努めます。 

 

【評価指標】 

No 目標 現状値 目標値 

1 ストレス解消法を持っている人の増加 
51.4％ 

（平成 24 年度） 

70.0％ 

（平成 34 年度） 

2 睡眠による休養を十分とれていない者の減少 
17.5％ 

（平成 24 年度） 

15.0％ 

（平成 34 年度） 

 

【主な取り組み】 

No 事業名 事業概要 

1 こころの健康についての普及･啓発 

・健康教育等を通じて、睡眠の重要性やストレスへの対応

など、こころの健康に関する普及･啓発に努めます。 

・心身のリラックスやストレス解消のために適度な運動を推

進します。 

2
（
再
掲
） 

精神保健相談事業 

・市民のこころの健康の保持増進、精神疾患の早期発見・

早期治療を目的に、こころの健康に関する問題や、アルコ

ール問題などを抱える本人や家族に対して、精神科医に

よる相談を実施します。 

3 
かかりつけ医等の医療機関とのネット

ワークづくり 

・不眠等の自覚症状を訴える人の多くが、内科医等のかか

りつけ医を受診することから、かかりつけ医や精神科医等

とのネットワークの充実を図ります。 

4 職域等との連携 
・職域等との連携を強化し、こころの健康づくりのための取り

組みを推進します。 

 

 

●自分なりのストレスの解消法やストレスと上手につきあう方法を身につけましょう。  

●仕事と休養のバランスを心がけ、適度な運動や休養、十分な睡眠をとり、規則正しい生

活リズムを保ちましょう。 

●不眠が続く場合は、かかりつけ医などに、すぐに相談しましょう。 

市民の取り組み 
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（２）自殺対策の推進 

全国の自殺者数は、毎年 3 万人前後で推移しており、交通事故でなくなる方の 5 倍以上で

す。自殺は、失業、長時間労働、多重債務等の社会的要因のほか、健康問題や家庭問題など様々

な要因が複雑に関係します。 

自殺を図った人の直前の心の健康状態をみると、大多数は様々な悩みにより心理的に追い詰

められた結果、うつ病やアルコール依存症等の精神疾患を発症しています。中でもうつ病は、

およそ 5 人に 1 人が一生のうちに一度はかかるという報告もあり、自殺との関連性も強く指

摘されています。 

世界保健機関（WHO）が｢自殺は、その多くが防ぐことができる社会的な問題である｣とし

ているように、うつ病・自殺対策の推進に向けて、精神疾患の早期発見と早期治療を図るため、

関係機関との連携により取り組むことが重要です。 

 

 

 

○全国の自殺者数が毎年3万人前後で推移しており、久留米市においては60人から80人の市民

が自殺で亡くなっています。女性よりも男性の方が多くなっています。【資料編23】 

○年代別にみてみると、30歳代から50歳代の自殺者が、他の年代と比較しても多い傾向にあり

ます。【資料編24】 

 

■久留米市における自殺者数の状況 
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出典：人口動態統計 

 

 

○セーフコミュニティの理念のもと｢安心して生活できる安全なまちづくり｣を目指し、関係機関

や地域住民、地域の団体などと協働して、自殺対策を推進します。 

○市民一人ひとりが、こころの病気のメカニズムや対処法などについて理解を深めることができ

るよう啓発に努めます。 

○自殺対策においては、自殺のサインを見逃さない周囲の「気づき」や孤立の防止が重要です。

悩みを抱える人に早期に気づき対応できる人材（ゲートキーパー）の養成や、相談窓口の周知

や関係機関とのネットワークづくりなどの環境づくりを推進します。 

○自死で家族をなくされた方（自死遺族）への支援を行ないます。 
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【評価指標】 

No 目標 現状値 目標値 

1 自殺者の減少（人口 10 万人当たり指数） 
25.4 

（平成 23 年） 

23.0 

（平成 28 年度） 

 

【主な取り組み】 

No 事業名 事業概要 

1 
ゲートキーパー※の養成・市民と協働し

たゲートキーパー活動の推進 

・自殺のサインの早期発見・早期対応できる人材養成のた

めの研修会を開催します。 

・ゲートキーパーが活動する中で明らかになった課題などを

共有し、解決を図ることで、継続した取り組みが行なえるよ

う支援します。 

・市民と協働し、市民一人ひとりがゲートキーパーであるとい

う認識を深めるための啓発を行ない、地域におけるゲート

キーパー活動を推進します。 

2 関係機関とのネットワークづくり 

・関係機関との連携の強化を図るために、自殺対策連絡

協議会を開催します。 

・庁内の関係各課、および市内で活動する関係団体との連

携を図り、各年代や要因にあわせた支援を推進します。 

3 自殺未遂者支援 

・自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐために、救急医療

の関係者やその他関係機関との連携を図ります。 

・自殺未遂者支援関係者の研修会を開催します。 

4 自死遺族支援 ・自死で家族を亡くされた方のための集いを開催します。 

 
※ゲートキーパー：地域や職場で発せられる自殺のサインにいち早く気づき、適切な対処を行ない、適切な関係機関へつな

ぐ役割を担う人のこと。 

 

 

 

●身近に相談できる人を持ち、悩みがあるときは一人で抱え込まず、早めに相談しましょう。 

●不眠が長期間続いたり、アルコールが手放せないなど、精神的な問題を抱えている場合

は、すぐに保健所や医療機関に相談しましょう。 

●いつもと違うと感じる人や、何か悩みがある人に気づいた時は、声をかけましょう。  

市民の取り組み 
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４ 個人の健康を支える環境の整備 

 

（１） 身近な地域での市民主体の健康づくり支援   

健康づくりは、「自分の健康は自分で守り、つくる」という意識を持ち、一人ひとりが主体

的に取り組むことが基本です。 

しかし、個人の努力や取り組みには限界があり、地域や職場等の社会的･経済的な環境も個

人の心と体の健康に大きな影響を及ぼすことから、個人をとりまく社会全体で、個人の健康を

支える必要があります。 

 

 

 

○身近な地域内の校区コミュニティや健康づくりに取り組む団体などが連携･協働して、個人の健

康づくりを支援することが必要です。 

○地域の健康づくり活動に、1割強の人が参加しており、今後参加してみたいとしている人も2

割を超えています。 

○地域での自主的な健康づくりを支えるボランティアとして、食生活改善推進員等の養成を行な

い、団体の育成等を図っています。 

 

■この 1～2 年度参加した活動と今後（引き続き）活動してみたいと思う地域活動 

 参加したことの 

ある活動 

今後引き続き、又は新たに 

参加してみたい地域活動 

健康づくり 14.1％ 24.5％ 

道路･河川美化･景観 30.0％ 20.3％ 

レクリエーション 27.7％ 16.4％ 

生涯学習 7.7％ 15.5％ 

特にない 37.8％ 28.7％ 

出典：平成 23 年度久留米市民意識調査  



 

41 

 

○地域、職域、関係団体等が、それぞれの特性を活かしながら市民の健康づくりを推進するよう

に支援するとともに、ネットワーク化を図ります。 

○身近な地域で気軽に、人と人がふれあいながら、楽しく健康づくりを続けることができるよう

に、地域で健康づくりを推進するボランティアの育成や活動を支援します。  

 

【評価指標】 

No 目標 現状値 目標値 

1 地域活動（健康づくり）に参加した人の割合の増加 
14.1％ 

（平成 23 年度） 

30.0％ 

（平成 34 年度） 

 

【主な取り組み】（★は第２期計画における新規・拡充の取り組み） 

No 事業名 事業概要 

1 
健康課題に対する地域や職域の主体的

な取り組みへの支援 

★保健師や栄養士などが、生活様式や風土･慣習･嗜

好等の違いによって生じる健康課題を明らかにし、こ

れらの解決に向けて、地域や職域が主体的に取り組

めるように支援を行ないます。 

2 地域資源の活用 

・地域保健活動を通じて、健康づくりに関する人的資源

などを発掘し、ネットワーク化を図り、地域の健康づくり

を支援します。 

3 健康づくりボランティアの育成･活動支援 
・地域において、健康づくりに取り組むボランティア（食生

活改善推進員等）の育成や活動の支援を行ないます。 

 

 

  

●地域で実施される健康づくりの活動などに積極的に参加しましょう。 

●一人ひとりが無理なく自分のできる範囲内で、健康を支える地域活動やボランティア等

に積極的に参加しましょう。 

市民の取り組み 
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（２）健康づくりを支えるしくみの充実 

高齢化のさらなる進展や生活習慣の変化などにより、複雑･多様化する新たな保健･健康に関

する課題への対応が求められており、そのためのしくみの充実を図る必要があります。  

今後、より地域に密着し、地域に根付いた取り組みを進めて行くにあたって、その拠点とな

る保健センターの整備を進めるとともに、各保健センターが相互に連携して健康づくりに取り

組む必要があります。 

また、それらの施設を拠点として、地域を包括的に見守り支援する地域保健活動の充実を図

る必要があります。 

 

 

地域保健活動の拠点となる保健センターを計画的に整備していますが、市の中央部を所管し、

各地域保健センターを統括する中央保健センターの基本的な機能等について、検討を進めてい

る段階です。 

市民が、健康づくりに関する情報源として、保健所、保健センターを活用する割合は低い状

況です。【資料編 25】 

健康や病気に関する相談相手として、保健師や栄養士などは 3％程度となっています。【資

料編 26】 

今後さらに多様化する健康課題への対応や、個別支援に向けた取り組みなどの地域保健活動

を進めるために、保健師が重要な役割を担う必要があります。 

 

 

 

中央保健センターについては、保健･医療、福祉行政等の効率的･効果的な推進等を図るため、

保健所などの関連機能を集約した複合施設としての整備に向け、取り組みを進めます。 

地域保健活動の充実を図り、地域や職域と連携･協働して地域保健の向上･健康づくりを進め

るため、それを中心的に担う地区担当保健師の質的･量的な充実を図ります。  

 

【評価指標】 

No 目標 現状値 目標値 

1 
健康づくりに関する情報源としての保健

所、保健センターの割合の増加 

3.3％ 

（平成 24 年度） 

15.0％ 

（平成 34 年度） 

2 
健康や病気に関する相談相手としての 

保健師や栄養士の割合の増加 

2.6％ 

（平成 24 年度） 

10.0％ 

（平成 34 年度） 
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【主な取り組み】（★は第２期計画における新規・拡充の取り組み） 

No 事業名 事業概要 

1 中央保健センターの整備 

・市の中央部を所管する保健センターの機能と各地域保健センターの

統括機能を持った中央保健センターの整備に取り組みます。整備に

あたっては、保健･医療、福祉の効率的･効果的な推進を図るため

に、それらの機能を有する複合的な施設とします。 

2 保健センターの活用 

・地域住民の身近なところで、きめ細やかな保健サービスを提供する

拠点として、各種の保健事業や健康づくり事業の実施など保健活動

を展開します。 

3 地域保健活動の推進 

★地区担当保健師の充実を図り、健康課題を抱えた市民一人ひとり

の自主的な健康づくりの支援や、地域内の関係機関･団体と協働し

た、個別支援や健康相談、健康教育などの地域保健活動のさらな

る推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●自分の健康づくりや生活習慣病予防について相談したり、学習･実践できる場として、各

保健センターを活用しましょう。 

●保健所や保健センター、地域での健康相談会などで、気軽に保健師や栄養士等の専門職

へ相談しましょう。 

市民の取り組み 
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５ すべての子どもが健やかに育つ社会環境の整備 

 

（１）切れ目のない妊産婦・乳幼児への保健対策の推進 

近年、少子化や核家族化の進展、地域におけるつながりの希薄化など、家庭やそれを取り巻

く環境が変化しています。このことにより、子育て家庭が孤立し、保護者の育児への負担感が、

解消されないまま抱え込みがちになることが懸念されます。 

こうしたなか、市民が安心して妊娠・出産・育児をできるよう、妊娠初期から乳幼児期まで、

個々の母子及びその家庭の状況に応じた支援を切れ目なく行っていくことが重要です。 

また、地域のなかで、子どもがより健やかに育まれるよう、子どもの心身の状態や発達・発

育の過程について、市民一人ひとりが理解を深めるための取り組みを進めていく必要がありま

す。 

 

 

○全出生数に占める低出生体重児の割合は、国と同水準となっています。 

○妊娠・出産について満足している市民の割合は、国に比べ高くなっています。  

○１歳６か月児健診、３歳児健診の受診率は、国に比べ低くなっていますが、４か月児健診、１

０か月児健診の受診率は、国に比べ高くなっています。 

○乳幼児健康診査の未受診理由としては、「忙しかった」、「保育園や幼稚園で健診を受けている」

が多く、一部において健診の必要性や重要性が浸透していない状況が考えられます。 

○子どものかかりつけ医（医科）を持つ親の割合は、国に比べ高くなっています。  

○ゆったりした気分で過ごすことのできる母親の割合は、子どもが成長・発達するにつれ、低く

なっています。 

○育てにくさを感じたときに対処できる親の割合は国に比べ高く、同様に子どもの発達過程を知

っている親の割合も、国に比べ高くなっています。 

○発達障害について知っている市民の割合は、国に比べ低くなっています。  

○乳幼児揺さぶられ症候群（SBS）を知っている親の割合は、国と同水準となっています。 

 

■低出生体重児の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：人口動態統計 

 

 

 

全国 

福岡県 

久留米市  

全国 

久留米市  

福岡県  
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■妊娠・出産に満足している市民の割合 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年度 4 か月児健診健やか親子 21 アンケート調査 

 

■４か月児健診受診率 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：保健所事業概要 

■10 か月児健診受診率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国 

久留米市  

全国 

福岡県 

久留米市 

出典：保健所事業概要 

 

※全国 63.7%(平成 25 年度) 

福岡県  
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■1 歳 6 か月児健診受診率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：保健所事業概要 

■3 歳児健診受診率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間がある母親の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

全国 

福岡県  

久留米市  

全国 

福岡県 

久留米市  

出典：保健所事業概要 

 

※全国 79.7%(平成 25 年度) 

※全国 68.5%(平成 25 年度) 

※全国 60.3%(平成 25 年度) 

出典：平成 27 年度 4 か月児・１歳 6 か月児・ 

3 歳児健診健やか親子 21 アンケート調査  
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■育てにくさを感じたときに対処できる親の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年度 4 か月児・１歳 6 か月児・3 歳児健診健やか親子 21 アンケート調査 

 

※平均値 88.7％ 全国 83.4%(平成 26 年度) 
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○各種母子保健事業を重層的に展開することにより、妊娠期から乳幼児期まで切れ目のない支援の

充実に努めるとともに、育児不安や経済的不安を抱える妊産婦に対しては、関係機関とも連携を

図りながら、適切な支援に取り組んでいきます。 

○発達障害などにより、育児支援等が必要な場合は、関係機関と連携を図り、保護者の望む支援

に繋がるよう、効果的な支援に取り組んでいきます。 

○安心した妊娠・出産のため、妊婦健康診査の重要性を啓発するとともに、医療機関などとの連携

強化に取り組んでいきます。 

○乳幼児の健全な発育発達のため、乳幼児健康診査の受診率向上に取り組んでいきます。 

【評価指標】 

No 目標 現状値 目標値 

1 妊産婦死亡を発生させない 
0 人 

（平成 24 年度） 

0 人 

（平成 34 年度） 

2 
全出生数中の低出生体重児の割合の減

少 

低出生体重児   9.9％ 

極低出生体重児 0.6％ 

（平成 24 年） 

減少 

（平成 34 年） 

3 
妊娠・出産について満足している人の割

合の増加 

78.9％ 

（平成 27 年度） 

90.0% 

（平成 34 年度） 

4 乳幼児健康診査の受診率向上 

４か月児：96.0％ 

10 か月児：92.4% 

１歳６か月：94.0％ 

３歳児：92.8％ 

（平成 26 年度） 

100.0% 

（平成 34 年度） 

5 
子どものかかりつけ医（医師・歯科医師な

ど）を持つ親の割合の増加 

〈医師〉 

４か月児：84.0％ 

３歳児：96.8％ 

〈歯科医師〉 

３歳児：62.1% 

（平成 27 年度） 

増加 

（平成 34 年度） 

6 
ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時

間がある母親の割合の増加 

４か月児：91.1％ 

１歳６か月：82.9％ 

３歳児：80.1％ 

（平成 27 年度） 

４か月児：93.0％ 

１歳６か月：83.0％ 

３歳児：82.0％ 

7 

育てにくさを感じたときに対処できる親の

割合（4 か月児健診、1 歳 6 か月児健

診、3 歳児健診の平均値）の増加 

83.9％ 

（平成 27 年度） 

95.0％ 

（平成 34 年度） 

8 

子どもの社会性の発達過程を知っている

親の割合（4 か月児健診、1 歳 6 か月児

健診、3 歳児健診の平均値）の増加 

92.0％ 

（平成 27 年度） 

95.0％ 

（平成 34 年度） 

9 
発達障害を知っている市民の割合の増

加 

59.7％ 

（平成 27 年度） 

85.0％ 

（平成 34 年度） 

10 
乳幼児揺さぶられ症候群（SBS）を知って

いる親の割合の増加 

97.1％ 

（平成 27 年度） 

100％ 

（平成 34 年度） 

  ※平成２７年度の現状値は、平成２７年４月から１２月までの現状値。 
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【主な取り組み】  

No 事業名 事業概要 

1 

母子保健事業を活用した

妊娠・出産・育児に関す

る情報提供・相談・教室

の実施 

・母子健康手帳交付時の保健師等の面談などを通じて、妊娠・出産・育児に

関する正しい知識を啓発し、育児不安や経済的不安を抱える妊産婦には、

訪問指導や関＾係機関へ繋ぐなど、個々の状況に応じた支援を行います。 

・各種教室や相談事業を実施し、妊娠期から乳幼児期までの各ライフステージ

に応じた支援を行うとともに、産科や小児科医療機関と連携し、支援体制の

充実を図ります。 

・望まない妊娠への支援・対応のため、相談や情報提供の充実を図ります。 

２ 発達支援対策の実施 

・療育機関や教育機関、医療機関などの関係機関と連携を図り、発達支援対

策の効果的な実施に努めるとともに、広報紙やチラシなどの媒体や各種相談

事業を通じて、広く市民へ発達障害に関する情報を提供します。 

・身体面や精神面、行動面、言語発達面で問題のある乳幼児を対象に、小児

科医師などによる診察・指導を行います。 

・身体に障害のある児童及び疾病により長期の療養を必要とする児童を対象

に、療育指導･相談を行います。 

・疾患を放置することにより将来障害を残すと認められる児童が、治療により効

果が期待できる場合、その治療に要した医療費の一部を給付します。 

３ 
多胎児・低出生体重児へ

の支援 

・多胎育児支援を目的に活動する自主サークルと連携を図るとともに、講演会

等を実施することにより、多胎育児への支援を行います。 

・低出生体重児の育児支援のため、専門医師等による講話や保護者交流会

などを実施します。 

・入院医療を必要とする未熟児に対し、養育医療費の一部を給付します。 

・歯周病の妊婦は低出生体重児の出産リスクが高いことから、妊婦を対象に歯

科健康診査を実施します。 

４ 
妊婦への健康診査の実

施 

・母体や胎児の健康の保持・増進のため、妊婦を対象に健康診査を実施し、

より受診しやすい環境づくりのため、受診への助成を行うとともに、産科医療

機関などの関係機関と連携を図ります。 

・母子健康手帳交付時の保健職等の面談などを通じて、健診の必要性の啓

発を行うとともに、積極的な受診勧奨に取り組みます。 

５ 
新生児やハイリスク者に

対する訪問指導の実施 

・新生児のいる家庭を保健師等が訪問し、育児に関する相談や指導・助言を

行います。また、ハイリスク妊婦（18 歳未満・多胎・外国人・22 週以降の妊

娠届出者）への訪問指導を実施します。 

・乳幼児のいる家庭を保健師等が訪問し、子どもの健康管理や育児に関する

相談及び指導・助言を行います。 

６ 
生涯を通じた女性の健康

支援 

・特定不妊治療を行う夫婦へ、治療に要した費用の一部を助成します。 

・女性特有の体の悩みにおいて、適確に健康管理・行動を取ることができるよ

う、助産師等による健康相談を実施します。 

７ 
乳幼児への健康診査の

実施 

・乳幼児の健全な発育発達のため健康診査を行い、健診の結果問題のある

児には、療育指導や専門相談に繋ぐなど、継続的な支援を行います。 

・小児科医療機関などの関係機関と連携し、個別・集団健診の充実に努め、

より受診しやすい体制を確保するとともに、通知や電話などの受診勧奨を積

極的に行い、受診率の向上を図ります。  
 

 

 

 

 

 
●安全な妊娠・出産のため、妊娠の早期届出を行うとともに、妊娠周期に応じた妊婦健康
診査を適宜受診しましょう。 

●妊娠期（妊娠前）から、妊娠・出産・育児に関する正しい知識を深めましょう。 
●子どもの健やかな成長のため、乳幼児健康診査は、必ず受診をしましょう。 

市民の取り組み 
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（２）学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の推進 

思春期における心身の健康の向上には、必要な知識や態度を身につけ、情報を自ら得るとと

もに、健康について前向きに考えていけるよう努めることが重要です。一方で、近年、情報化

社会の進展により、不適切な内容を含む情報も多く、子どもたちに与える悪影響も少なくあり

ません。 

また、子どもの心身の健康の保持・増進にあたっては、教育機関だけでなく、保健や医療が

連携し、地域社会全体において支援するための基盤づくりが求められます。  

 

○十代の人工妊娠中絶率は、国に比べて高くなっています。 

○十代の性感染症罹患率は、国と同水準となっています。 

■10 代の人工妊娠中絶実施率の年次推移（女子人口千人対） 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※久留米市のデータは、久留米市に住民票を有し、市内医療機関で実施した指数を示す。 

出典：衛生行政報告例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国 

福岡県 

久留米市  
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○思春期にある子どもに対して、妊娠・出産や性（性感染症や人工妊娠中絶の心身への影響な

ど）に関する正しい知識の普及啓発に取り組みます。 

○保護者や医療機関や教育機関、地域における支援者に対して、思春期を取り巻く環境につい

ての理解を促し、地域社会全体で思春期にある子どもたちを支援するための体制の充実に取

り組みます。 

 

 【評価指標】 

 

【主な取り組み】 
 

 

 

 

No 目標 現状値 目標値 

1 

十代の人工妊娠中絶率の減少 

（女子人口千人当たり指数） 

※市内医療機関で実施した市民

の割合 

8.3 

（平成 26 年） 

7.0 

（平成 34 年） 

2 十代の性感染症罹患率の減少 

定点１ヵ所当たりの報告数 

①性器クラミジア   3.00 

②淋菌感染症    0.67 

③尖圭コンジローマ 0.33 

④性器ヘルペス   0.33 

（平成 26 年度） 

減少 

（平成 34 年度） 

No 事業名 事業概要 

１ 

思春期保健対策の推

進 

・産科医療機関や教育機関など、思春期にある子どもの支援機関と連携

を図り、思春期保健対策の効果的な実施に取り組みます。 

・思春期における支援体制の充実のため、講演会などを実施し、保護者

や養護教諭、地域における支援者などへ思春期を取り巻く現状や課題

などについて啓発を行います。 

・出前講座などの実施を通じて、思春期にある子どもたちへ、性や性感染

症などの正しい知識について、啓発を行います。 

・望まない妊娠への支援・対応のための相談を実施します。 

２
（
再
掲
） 

生涯を通じた女性の健

康支援 

・女性特有の体の悩みにおいて、適確に健康管理・行動を取ることができ

るよう、助産師等による健康相談を実施します。 

 

●思春期の身体的・心理的な発達状況の理解に努めましょう。 

●思春期の子どもの行動を発達課題として受け止め、悩みを抱える子どもに気づいたとき

は、支援の手を差し伸べましょう。 

 

市民の取り組み 



 

52 

（３）子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくりの推進 

近年の少子化や核家族化、生活スタイルの多様化や情報化社会の進展などにより、子育て家

庭とそれを取り巻く環境は複雑に変化しています。 

また、女性の社会参加などに伴い、父親が家庭において担うべき役割も重要性を増している

ことから、父親の子育てへの参画に向けた取り組みを推進していく必要があります。  

さらには、地域や学校、職域などと連携を図り、子どもが健やかに育つ地域づくりのための

取り組みを、地域社会全体で進めていく必要があります。 

 

○この地域で子育てしたいと思う親は、国に比べ高くなっています。 

○マタニティーマークを妊娠中に使用したことがある母親は、国と同水準となっています。  

○マタニティーマークを知っている市民は、国と同水準となっています。  

○積極的に育児をしている父親は、国に比べ高くなっています。 

○乳幼児のいる家庭で、風呂のドアを乳幼児が自分で開けることができないように工夫して

いる家庭は、国に比べ高くなっています。 

■この地域で子育てしたいと思う親の割合 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年度 4 か月児・１歳 6 か月児・3 歳児健診健やか親子 21 アンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国 91.1%(平成 26 年度) 
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■マタニティーマークを妊娠中に使用した親の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年度 4 か月児健診健やか親子 21 アンケート調査 

■マタニティーマークを知っている市民の割合 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年度市民意識調査 

■積極的に育児をしている父親の割合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国 52.3%(平成 25 年度) 

出典：平成 27 年度 4 か月児・１歳 6 か月児・ 

3 歳児健診健やか親子 21 アンケート調査 

 

 

※全国 45.6% 

(平成 26 年度) 

※平均値 54.3％ 全国 47.2%(平成 25 年度) 
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○各種母子保健事業を重層的に展開することにより、子どもが健やかに育つ環境づくりの充実に

取り組みます。 

○マタニティーマークの普及啓発に努め、妊産婦に優しい環境づくりの推進に取り組んでいき

ます。 

○子育て環境の充実のため、父親の育児参画に向けた普及啓発に取り組んでいきます。  

○小児の事故防止のため研修会などの開催を通して、正しい知識の普及啓発に取り組んでいき

ます。 

 【評価指標】 

  ※平成２７年度の現状値は、平成２７年４月から１２月までの現状値。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No 目標 現状値 目標値 

1 

この地域で子育てをしたいと思う親の割合

（4 か月児健診、1 歳 6 か月児健診、3 歳

児健診の平均値）の増加 

97.1％ 

（平成 27 年度） 

増加 

（平成 34 年度） 

2 
マタニティーマークを妊娠中に使用したこと

のある母親の割合の増加 

52.7％ 

（平成 27 年度） 

70.0％ 

（平成 34 年度） 

3 
マタニティーマークを知っている市民の割合

の増加 

45.4％ 

（平成 27 年度） 

50.0％ 

（平成 34 年度） 

4 

積極的に育児をしている父親の割合（4 か

月児健診、1歳 6か月児健診、3歳児健診

の平均値）の増加 

54.2％ 

（平成 27 年度） 

60.0％ 

（平成 34 年度） 

5 

乳幼児のいる家庭で、風呂場のドアを乳幼

児が自分で開けることができないよう工夫し

た家庭の割合の増加 

43.9％ 

（平成 27 年度） 

50.0％ 

（平成 34 年度） 
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【主な取り組み】 

No 事業名 事業概要 

１
（
再
掲
） 

母子保健事業を活用した

妊娠・出産・子育てに関

する情報提供・相談・教

室の実施 

・母子健康手帳交付時の保健師等の面談などを通じて、妊娠・出産・育児

に関する正しい知識を啓発し、育児不安や経済的不安を抱える妊産婦に

は、訪問指導や関係機関へ繋ぐなど、個々の状況に応じた支援を行いま

す。 

・各種教室や相談事業を実施し、妊娠期から乳幼児期までの各ライフステ

ージに応じた支援を行うとともに、産科や小児科医療機関と連携し、支援

体制の充実を図ります。 

・望まない妊娠への支援・対応のため、相談や情報提供の充実を図ります。 

２ 

マタニティーマークの普及

啓発 

・母子健康手帳交付時の保健師等の面談や各種母子保健事業の機会な

どを活用し、マタニティーマークの利用促進及び普及啓発を行います。 

・関係機関と連携を図りながら、広く市民へマタニティーマークの普及啓発を

行います。 

３ 
男性の子育て意識向上

のための啓発の実施 

・出生連絡票届出の受け付けや各種母子保健事業の機会などを活用する

とともに、関係機関と連携を図りながら、男性の子育てへの参画の必要性

を啓発します。 

４ 
事故防止対策に関する

情報提供 

・事故防止のための講習会を開催するとともに、乳幼児健康診査などの各

種母子保健事業を通じて、事故防止対策に関する啓発を行います。 

５
（
再
掲
） 

地域保健活動の推進 

・地区担当保健師の充実を図り、健康課題を抱えた市民一人ひとりの自主

的な健康づくりの支援や、地域内の関係機関・団体協働した個別支援や

健康相談、健康教育などの地域保健活動を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●妊産婦や乳幼児を連れた保護者に気づいたときは積極的に配慮を行うなど、これらの人

にとって優しい社会・環境の実現に努めましょう。 

●父親が育児に参画することの重要性を理解するとともに、育児と仕事を両立できるよう

な風土づくりに努めましょう。 

●家庭において、子どもの事故防止対策に努めましょう。 

 

市民の取り組み 
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胎児期 乳幼児期

妊婦・胎児 0歳～4歳 5歳～9歳 10歳～14歳 15歳～19歳 20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳以上

乳幼児健診 生活習慣病予防健診

母子健康手帳交付

妊婦健診

マタニティ教室

妊婦訪問

離乳食指導・
低出生体重児支援

禁煙指導

飲酒に関する啓発・指導

母子健康手帳交付
妊婦健診・妊婦歯科健診

乳幼児健診
予防接種

プレパパママ教室
すこやかマタニティ教室

ゆったり子育て相談

離乳食指導
低出生体重児支援
多胎児育児支援

乳幼児への発達

支援

中央保健センターの整備、保健センターの活用

地域資源の活用、健康づくりボランティアの育成・活動支援

職域（地域内の事業所･商店街等)との連携・協働

禁煙教育 禁煙指導・禁煙相談

地域保健活動の実施

ママパパきもち楽々相談

かかりつけ医等の医療機関とのネットワークづくり

骨粗しょう症検診（女性のみ）

子宮頸がん検診（女性のみ）

肝炎ウイルス検査

専門栄養指導（未熟児、精神障害者、難病患者、小児慢性疾患患者への栄養指導）
身体活動や運動等の普及・啓発

歯科健診等の実施

健診の受診率の向上（特定健診･生活習慣病予防健診･がん検診）

ゲートキーパーの養成・市民と協働したゲートキーパー活動の推進

青年期 壮年期 中年期

前立腺がん検診（男性のみ）

後期高齢者健診

高年期

健康相談（不妊相談、妊娠相談、女性相談等あらゆる健康課題に対する個別相談）
専門栄養相談

肺がん検診、大腸がん検診、胃がん検診、乳がん検診、歯周疾患検診

少年期

マタニティ教室

生活習慣病予防のための栄養･運動に関する個別指導及び集団教育

４  個人の健康を支える環境の整備
　
  （１）身近な地域での市民主体の
       健康づくり支援
  （２）健康づくりを支えるしくみの
       充実

ライフステージ

妊婦健診（HTLV-1検査、肝炎ウイルス検査）

職場健診

特定健診・特定保健指導

１  生活習慣病の発症予防と重症化
　　予防の徹底

　（１）糖尿病・循環器疾患の予防
　（２）がんの予防

妊産婦訪問（妊娠糖尿病･妊娠高血圧症候群 等）

母子関連訪問等に併せて家庭内全体の生活習慣に関する個別指導（ハイリスク児訪問・未熟児訪問・新生児訪問 等）

学校健診

２  健康に関する生活習慣の改善
　
　（１）栄養・食生活の改善
　（２）身体活動・運動の推進
　（３）歯・口腔の健康の維持・増進
　（４）禁煙の推進
　（５）適正な飲酒の推進

３  こころの健康づくりの推進
　
  （１）休養・こころの健康の維持・
       増進
　（２）自殺対策の推進

子宮頸がん予防ワクチン

離乳食指導・低出生体重児支援

こころの健康についての普及・啓発

がん検診精密検査受診指導

飲酒に関する啓発・指導

乳幼児への発達支援

思春期保健対策

母子保健分野推進のための関係機関（産科・小児科医療機関、職域、地域資源、教育委員会等）との連携・協働

男性の子育て意識向上、マタニティーマーク、発達障害の普及・啓発

５ すべての子どもが健やかに育つ
　社会環境
　
  （１）切れ目のない妊産婦・乳幼
　　　児への保健対策の推進
  （２）学童期・思春期から成人期
　　　に向けた保健対策の推進
　（３）子どもの健やかな成長を見
　　　守り育む地域づくりの推進

思春期保健対策（保護者等への啓発）

妊婦健診（HTLV-1検査、肝炎ウイルス検査）・妊婦歯科健診

プレパパママ教室・ゆったり子育て相談・ママパパきもち楽々相談・すこやかマタニティ教室

離乳食指導・低出生体重児支援・多胎児育児支援

妊産婦訪問・新生児訪問・未熟児訪問・ハイリスク児訪問・妊娠期からのケアサポート　等

６ すべてのライフステージを通じた取り組みの推進（イメージ） 

本章で述べてきた取り組みを、ライフステージにあてはめ、整理すると以下のようになります。  

それぞれのライフステージに応じて、適切な取り組みを推進していきます。  

 

の整備 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 
計画の推進体制と評価  
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第５章 計画の推進体制と評価 

 

 

健康づくりには、市民一人ひとりが「自分の健康は自分で守り、つくる」という意識を持ち、行

動することが重要です。 

併せて、本計画では、第 1 期計画に引き続き、市民一人ひとりの健康づくりに対する意識や意欲

を高めるための活動に取り組むほか、行政をはじめ、病院･診療所・医師会等の保健医療関係団体や、

健康保険組合等の医療保険者、ボランティア等の地域団体、学校、企業、マスメディア等といった

健康づくり関係団体が、それぞれの特性を活かしつつ連携し、協働の関係を構築しながら、活動を

活性化することで、市民の健康づくりを総合的に支援する環境整備を推進していきます。  

 

 

１ 計画の共有 

 

「第 2 期健康くるめ 21」を、市全体で共有します。 

・本計画の概要版を作成し、配布します。 

・地域でのイベントや各種事業などあらゆる機会を利用して、計画の内容とともに健康づくり

に関連の情報等を積極的に提供します。 
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２ 計画推進体制の整備 

 

・地域の関連団体との連携のネットワークを確立し、各種事業の効率的な推進を図ります。  

・庁外の進行管理組織として、関係団体等から構成される施策推進のための協議会を設置し、

計画の進行管理に努めます。 

・庁内に計画推進のための委員会を設置し、広く市民の健康づくりに関連する各課のネットワ

ークを確立し、全庁的な連携のもと、各種事業の効率的な推進を図ります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 評価 

 

（１）評価の方法 

①市民一人ひとりの評価 

「市民の取り組み」を参考に、市民一人ひとりが自分に合った健康づくりに取り組み、自分

の健康について振り返り、それを評価し、行動につなげることが重要です。  

②主な取り組みの評価 

本計画は、「評価指標」や「主な取り組み」などに基づき、客観的に評価していきます。  

なお、評価指標の達成状況の評価については、毎年度把握できるものは、その都度整理し、

その他については、中間評価時と最終評価時に必要な調査等を行ない、達成状況を把握します。 

 

（２）評価結果の周知 

計画全体の進捗状況について理解を深め、目標の達成に向けてさらなる取り組みを進めるこ

とができるよう、計画の評価結果を、市民へ提供していきます。

市民 

保健医療福祉関係団体 

支援 

支援 

支

援 

支

援 

支

援 

地域団体 

保育所･幼稚園･学校 

企業等（職域） 

マスメディア 

（テレビ・ラジオ。新聞等） 

久留米市 

支援 

 

関連部門の連携 

保健福祉部門 教育部門 

企画調整部門 都市基盤整備部門 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 編  
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１．虚血性心疾患の年齢調整死亡率（10 万人当たり） 
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出典：人口動態統計 

 

２． 久留米市国民健康保険特定健診のメタボリックシンドロームの該当者および予備群の状況 

対象者 健診受診者 受診率 メタボ該当者 割合 メタボ予備群 割合

平成20年度 51,724 15,578 30.1% 2,752 17.7% 1,768 11.3%

平成21年度 51,457 16,007 31.1% 2,680 16.7% 1,901 11.9%

平成22年度 50,129 15,303 30.5% 2,515 16.4% 1,855 12.1%

平成23年度 50,249 16,240 32.3% 2,693 16.6% 1,994 12.3%  

出典：特定健康診査等の実施状況に関する結果報告  

 

３．久留米市国民健康保険特定健診の血糖検査保健指導該当者の割合 

〈HbA1c（NGSP 値）5.6～6.4%〉 
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出典：特定健康診査等の実施状況に関する結果報告  
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４．新規透析導入患者に占める糖尿病腎症の割合 
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出典：久留米市自立支援医療（更生医療）からの集計  

 

５．久留米市国民健康保険特定健診受診者における HbA1c（NGSP 値）6.5%以上で未治療者の状況           
 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

HbA1c （ NGSP 値 ） 
6.5 以上で未治療 
者の数（割合） 

814 人 
（56.0%） 

713 人 
（53.1%） 

678 人 
（50.5%） 

715 人 
（48.4%） 

出典：特定健康診査等の実施状況に関する結果報告  
 
 
６．生活習慣病予防健診の受診率 

 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

生活習慣病予防健診 
受診率 

5.4％ 7.3％ 4.2％ 3.9％ 

出典：久留米市保健福祉事業概要  

 

 

７．高血圧、LDL コレステロール（悪玉コレステロール）の状況 
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久留米市国民健康保険特定健康診査

高血圧（140/90mmHg以上の割合）の状況

久留米市国民健康保険特定健康診査

LDL160mg/dl以上の状況

 

出典：特定健康診査等の実施状況に関する結果報告  
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８．部位別悪性新生物（がん）による死亡数  

  

  

死亡数  死亡率(人口 10 万対） 構成比 

全国 福岡県 久留米市 全国 福岡県 久留米市 全国 福岡県 久留米市 

食道 11,867  461  28  9.3  9.1  9.3  3.4% 3.1% 3.1% 

胃 50,136  1,839  90  39.2  36.3  29.8  14.2% 12.5% 10.0% 

結腸 30,040  1,268  91  23.5  25.0  30.1  8.5% 8.6% 10.1% 

直腸 S 状結腸移行部 14,198  548  44  11.1  10.8  14.6  4.0% 3.7% 4.9% 

肝及び肝内胆管 32,765  1,852  135  25.6  36.5  44.6  9.3% 12.5% 15.0% 

胆のう及び他の胆道 17,585  736  37  13.7  14.5  12.2  5.0% 5.0% 4.1% 

膵の悪性新生物 28,017  1,075  75  21.9  21.2  24.8  7.9% 7.3% 8.3% 

気管、気管支及び肺 69,813  2,888  170  54.5  56.9  56.2  19.7% 19.6% 18.9% 

乳房 12,545  548  31  19.1  20.5  19.6  3.5% 3.7% 3.4% 

子宮 5,930  259  19  9.0  9.7  12.0  1.7% 1.8% 2.1% 

白血病 8,078  352  15  6.3  6.9  5.0  2.3% 2.4% 1.7% 

出典：平成 22 年国勢調査、平成 22 年人口動態統計（福岡県保健統計年報） 

 

９．各がん検診の精密検査受診率とがん発見者数  

  H20 年度 H21 年度 H22 年度 H23 年度 

胃がん検診 
精密検査受診率 83.6% 87.8% 91.5% 89.8% 

がん発見者数 4 人 3 人 5 人 5 人 

肺がん検診 
精密検査受診率 90.5% 89.6% 89.4% 92.1% 

がん発見者数 11 人 8 人 14 人 9 人 

大腸がん検診 
精密検査受診率 75.4% 79.0% 81.0% 77.3% 

がん発見者数 37 人 43 人 43 人 62 人 

子宮頸がん検診 
精密検査受診率 82.9% 83.3% 92.7% 87.0% 

がん発見者数 12 人 8 人 16 人 13 人 

乳がん検診 
精密検査受診率 95.4% 85.5% 90.7% 93.8% 

がん発見者数 24 人 26 人 23 人 38 人 

前立腺がん検診 
精密検査受診率 75.1% 75.4% 78.7% 72.1% 

がん発見者数 42 人 47 人 58 人 55 人 

出典：久留米市保健福祉事業概要  
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１０．がん検診を受けなかった理由 

 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

 

１１．朝食の摂取状況（性別・年齢別・BMI 別） 

 
 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査 
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１２．朝食を食べない理由（性別） 

  
出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

１３．成人肥満者（BMI≧25）の割合 

 平成 13 年度 平成 18 年度 平成 24 年度 

久留米市 
男性（20～60 歳） 27.0% 32.1% 29.3% 

女性（40～60 歳） 17.9% 20.8% 16.9% 

 平成 13 年 平成 18 年 平成 23 年 

全国 
男性（20～60 歳） 29.3％ 31.6％ 31.7% 

女性（40～60 歳） 24.5％ 24.1％ 23.0% 

出典：国民健康・栄養調査、平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  
 

 

１４．一日に 2 回以上、主食･主菜･副菜をそろえて食べる頻度（BMI 別） 

 ほとんど毎日 週に 4～5 日 週に 2～3 日 週に 1 日程度 ほとんど食べない 無回答 

全 体 56.7% 19.3% 13.3% 4.2% 5.4% 1.1% 

や せ 46.8% 23.0% 17.3% 7.2% 5.8% 0.0% 

普 通 57.9% 18.1% 13.5% 4.0% 5.3% 1.2% 

肥 満 56.8% 22.6% 11.3% 3.4% 4.8% 1.0% 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

１５．歯周疾患検診（8020 歯っぴー検診）受診率 

区分＼年度 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 

対象者(人) 16,364 17,224 16,937 16,201 

受診者(人) 673 602 636 581 

受診率(％) 4.1％ 3.5％ 3.8％ 3.6％ 

出典：久留米市保健福祉事業概要 
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１６．現在の歯の本数（性別・年齢別・BMI 別） 

 
出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

１７．歯周病が全身疾患等に与える影響の認知度 

知っている

60.3%

知らない

37.0%

無回答

2.7%

全体(N=1,495)

知っている
60.3%

知らない
37.0%

無回答
2.7%

全体（N=1,495)

 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  
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１８．喫煙者の禁煙意向（性別） 

 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

１９．喫煙者のうち習慣的に吸い始めた時期（性別） 

 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

２０．妊娠中に喫煙・飲酒する女性の割合 

区分＼年度 平成 21 年 平成 23 年 

喫煙率 4.8% 4.2% 

飲酒率 1.5% 0.7% 

出典：久留米市妊娠届からの集計 

 

２１．生活習慣病のリスクが高い量の飲酒をしている人※の割合 

男性 

毎日 

2 合以上 

週 5～6 日 

2 合以上 

週 3～4 日 

3 合以上 

週 1～2 日 

3 合以上 
合計 

指標 

（合計／全回答者数％） 

65 人 11 人 9 人 8 人 93 人 14.4％ 

女性 

毎日 

1 合以上 

週 5～6 日 

1 合以上 

週 3～4 日 

1 合以上 

週 1～2 日 

3 合以上 
合計 

指標 

（合計／全回答者数％） 

36 人 11 人 20 人 6 人 73 人 8.9％ 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

※生活習慣病のリスクを高める飲酒量（世界保健機関ガイドライン） 

一日当たりの純アルコール摂取量が男性40ｇ（2合）以上、女性20ｇ(1合)以上（純アルコール量20ｇ≒日本酒1合） 
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２２．ストレスの状況（性別・年齢別） 

 
出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

２３．全国の自殺者数の状況（性別） 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（人）

（年）

男性 女性 自殺者数

 

出典：人口動態統計 
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２４．久留米市の年代別自殺者数（H19～23 までの累計） 

0 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 歳
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歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 上
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出典：人口動態統計 

 

２５．健康や健康づくりについての知識や情報の入手先 

 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査  

 

２６．健康や健康づくりについての相談相手 

 

出典：平成 24 年度久留米市健康に関するアンケート調査 
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２７．4 か月児健診未受診の理由（平成 26 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２８．10 か月児健診未受診の理由（平成 26 年度） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：久留米市乳幼児健康診査実績  

 

２９．1 歳 6 か月児健診未受診の理由（平成 26 年度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：久留米市乳幼児健康診査実績  

 

出典：久留米市乳幼児健康診査実績  

 

10 か月児健診 
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３０．3 歳児健診未受診の理由（平成 26 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３１．子どものかかりつけ医を持つ親の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 27 年度 4 か月児・3 歳児健診健やか親子 21 アンケート調査 

 

３２．子どもの社会性の発達過程を知っている親の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：久留米市乳幼児健康診査実績  

 

※全国 71.6%(平成 26 年度) 

※全国 85.6%(平成 26 年度) 

※全国 40.9%(平成 26 年度) 

※平均値 92.0％ 全国 83.3%(平成 26 年度) 

出典：平成 27 年度 ：4 か月児・１歳 6 か月児・ 

3 歳児健診健やか親子 21 アンケート調査 

 



 

70 

 

３３．発達障害を知っている市民の割合 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   出典：平成 27 年度市民意識調査 

３４．乳幼児揺さぶられ症候群（SBS）を知っている親の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：平成 27 年度 4 か月児健診健やか親子 21 アンケート調査 

３５．性感染症罹患率の年次推移（性器クラミジア感染症（10 代）おける定点あたり報告数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国 67.2％(平成 26 年度) 

※全国 94.3％(平成 26 年度) 

全国 

福岡県 

久留米市  

出典：感染症発生動向調査 

 

※定点とは、感染症の発生状況を知るため、一

定の基準に従って、これらの情報を報告する

医療機関を指す。 
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３６．性感染症罹患率の年次推移（淋菌（10 代）おける定点あたり報告数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３７．性感染症罹患率の年次推移（尖圭コンジローマ（10 代）おける定点あたり報告数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：感染症発生動向調査 

３８．性感染症罹患率の年次推移（性器ヘルペス（10 代）おける定点あたり報告数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国 

福岡県 

久留米市 

出典：感染症発生動向調査 

 

全国 

福岡県 

久留米市 

久留米市 

福岡県 

全国 

出典：感染症発生動向調査 
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３９．乳幼児のいる家庭で、風呂場のドアを乳幼児が自分で開けることができないよう工夫しているｒｆｄｘ家庭の割

合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国 38.2% 

(平成 25 年度) 

出典：1 歳 6 か月児健診すこやか親子２１アンケート調査  

 


